


はじめにはじめに

東京は都市部を中心に活発な大規模開発が行われており、
これらの地域では大量かつ高密度なエネルギー需要が生じ
ています。
そのため東京都は 都民の健康と安全を確保する環境にそのため東京都は、都民の健康と安全を確保する環境に
関する条例を改正（平成２０年７月）し、一定の地域で大
量かつ高密度なエネルギー需要が生じる大規模な開発につ
いては、開発計画を作成する早い段階でエネルギーの有効
利用に関する措置を求め、地域におけるエネルギーの有効
活用を図り、環境負荷の少ない低二酸化炭素型の都市づく活用を図り、環境負荷の少ない低 酸化炭素型の都市 く
りを推進することを目的に「地域におけるエネルギーの有
効利用に関する計画制度」を導入しました。
本ガイドラインは、平成２２年１月からの制度の実施に
当たり、開発事業者や特定開発事業を行う区域及びその周
辺に熱又は熱と合わせて電気を供給する事業者等の方々の
本制度 の理解を助け 地域における ネ ギ の有効利本制度への理解を助け、地域におけるエネルギーの有効利
用に関する計画制度を適切に実施していただくために作成
したものです。
関係者の方々が、別途作成している東京都建築物環境計
画書制度マニュアルとともに、本ガイドラインを活用し、
地域におけるエネルギーの有効利用が図られ低二酸化炭素地域におけるエネルギーの有効利用が図られ低二酸化炭素
型の都市づくりが推進されることを期待します。

平成２２年３月 東京都環境局





Ⅰ 本制度の目的等Ⅰ 本制度の目的等

大量かつ高密度なエネルギーが発生する大規模開発において、エネルギーの有効活用を推進
し、環境への負荷を低減することが目的で、次の２項目が中心となっています。

１ 大規模開発におけるエネルギーの有効利用の推進
・新築等建築物における省エネルギー性能基準値以上の目標値の設定
（以下「省エネルギー性能目標値の設定」という。）
・未利用エネルギー、再生可能エネルギーの導入検討
・都民の健康と安全を確保する環境に関する条例第２条第５号に掲げる、地域冷暖房
の導入検討

Ⅱ 根拠条例等Ⅱ 根拠条例等

２ 地域冷暖房事業の評価とエネルギー効率の向上

Ⅱ 根拠条例等Ⅱ 根拠条例等

① 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例
＜略称：環境確保条例、以下「条例」という。＞
（平成１２年 東京都条例第２１５号）

② 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例施行規則
（平成１３年 東京都規則第 ３４号）（平成１３年 東京都規則第 ３４号）

③ 東京都建築物環境配慮指針
（平成２１年９月２９日 東京都告示第１３３６号 ）

④ 東京都エネルギー有効利用指針＜略称：指針＞
（平成２１年１２月２５日 東京都告示第１６６７号）

Ⅲ 対象となる事業者Ⅲ 対象となる事業者

・ 大量かつ高密度なエネルギー需要を発生させる延べ床面積の合計（開発事業において新築
及び増築を行う建築物の 新築及び増築部分の延べ床面積の合計）が５０ ０００㎡を超える及び増築を行う建築物の、新築及び増築部分の延べ床面積の合計）が５０，０００㎡を超える
開発事業（以下「特別開発事業」という。） をしようとする者（以下「特定開発事業者」とい
う。）
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Ⅳ 制度の基本的な流れ

この制度の基本的な流れのうち、特定開発事業者に係るものは次のとおりです。

都への事前相談

検討事項の検討・調整

概ね３箇月

事前の相談先等については、本ガイド
ラインの最終ページに記載してあります
ので、そちらをご覧ください。

検討事項の内容等については、本ガイ
ドラインの次ページ以降に記載してあり

エネルギー有効利用
計画書の作成

エネルギー有効利用
計画書の提出

ドラインの次ペ ジ以降に記載してあり
ますので、そちらをご覧ください。

エネルギー有効利用計画書は、条例第

１７条の３に基づき、最初に建築又は増
築する建築物の建築確認申請日の１８０
日前に提出してください。

最初に建設する建築
物の建築確認申請

建築物環境
計画書の提出１８０日間

３０日間

建築物環境計画書とは、条例第２１条
に基づき作成・提出する計画書を言い、
建築確認申請の３０日前に提出すること

２棟目以降の
建築確認申請

建築確認申請の３０日前に提出すること
が義務付けられています。

工事完了

特定建築物工事
完了届の提出

１５日間

特定建築物工事完了届とは、条例第２
３条に基づき作成・提出する届出を言い、
事完了 翌 から起算し 以工事完了日の翌日から起算して１５日以
内に提出することが義務付けられていま
す。
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Ⅴ 制度の重要ポイント

★★ この制度のポイントは次の３点です。この制度のポイントは次の３点です。
・省エネルギー性能目標値の設定・省エネルギー性能目標値の設定
・有効利用が可能なエネルギーの導入検討・有効利用が可能なエネルギーの導入検討
地域冷暖房の導入検討地域冷暖房の導入検討・地域冷暖房の導入検討・地域冷暖房の導入検討
以下、順にその内容について解説いたします。以下、順にその内容について解説いたします。

１１ 省エネルギー省エネルギー性能目標値の性能目標値の設定（条例第１７条の４）設定（条例第１７条の４）
特定開発事業者は、新築又は増築(以下「新築等」という。）等を行う延床面積
１０，０００㎡超の建築物において、延床面積が２，０００㎡以上の用途ごとに、次に示す
目標値以上の省エネルギー性能目標値を設定しなければなりません目標値以上の省エネルギ 性能目標値を設定しなければなりません。
ただし、工場、駐車場、倉庫の用途は除きます。

用途 設定する目標値

・建築物の熱負荷の低減

住宅等

次に掲げる評価基準「段階２」以上

評価基準 熱損失係数
（Ｗ／㎡・Ｋ）

夏期日射取得係数

段階２ ３．６以下 ０．１０以下

・建築物の熱負荷の低減（PAL低減率）及び
設備システムのエネルギーの使用の合理化(ＥＲＲ）

次に掲げる表のPAL低減率の値の区分に応じ
ERRの値以上とする。

住宅等以外

ＰＡＬ低減率（％） ＥＲＲ（％）

５未満 １０

５～１０未満 ９

１０～１５未満 ８

１５～２０未満 ７

２０～２５未満 ６

２５以上 ５
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２２ 有効有効利用が可能なエネルギーの導入利用が可能なエネルギーの導入検討（条例第１７条の５）検討（条例第１７条の５）

特定開発事業者は、開発事業を行おうとするときには、当該開発事業を行おうとする
区域（以下「特定開発区域」という。）に対し、次の表に掲げる「範囲」内で「エネルギー
種類 掲げ 有効 が 能な ギ 備 導 を検 な ればの種類」に掲げる有効利用が可能なエネルギーの利用設備の導入を検討しなければ

なりません。

範囲 エネルギーの種類

（１） 清掃工場から排出される熱
（２） 下水汚泥の焼却炉から排出される熱
（３） 下水処理水の熱

規則第８条の４に掲げる表

①特定開発区域等
（４） 河川水の熱
（５） 海水の熱
（６） 建築物の空調設備から排出される熱
（７） 地下鉄から排出される熱
（８） 太陽光

②特定開発区域に隣接し、又は道路を挟ん
で近接する街区（道路、河川、鉄道等で囲ま
れ 的な あ を う

範囲①の（１）～（６）までに掲げる熱
れた地域的なまとまりのある区域をいう。）区
域

範囲①の（１） （６）までに掲げる熱

③特定開発区域等の境界から１Ｋｍの範囲
の区域（②の区域を除く。）

範囲①の（１）～（５）までに掲げる熱

なお、特定開発事業者が行う、再生可能エネルギーその他有効利用を図ることが可能なエ
ギ ギネルギー(以下「利用可能エネルギー」という。）を利用するための設備の導入についての検

討方法は、次のとおりです。 （指針第３の３）

①太陽光を利用する場合の検討事項
・十分な日照時間が確保できる設置場所の有無

②太陽光以外のエネルギーを利用する場合の検討事項
ア 基本的な条件の検討
・利用可能エネルギーの量の確認
（指針別表第３に掲げる「利用可能エネルギーの種類」欄ごとに「条件」欄に掲げる条件を
満足していること。

・利用可能エネルギーを利用するための、導管の敷設ルート上における制約条件の有無
・河川水又は海水については、取水設備等の有無、取水管等の敷設に伴う制約条件の有無

イ 詳細事項の検討
・「ア」の要件を満たす場合には、利用可能エネルギーが生じる事業者等に協力を求め、
次の事項について把握し、設備の導入検討を行ってください。
・利用可能エネルギーの利用可能量の確認利用可能エネルギ の利用可能量の確認
・利用可能エネルギーを生じる設備の改修予定の有無、当該工事と特定開発事業の工事
工程との調整の可・不可
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指針別表第３
（利用可能エネルギーを利用するための設備の導入の詳細な検討が

必要となる場合の条件）

利用可能エネルギー
の種類

条件

・河川水の熱 最小水深が50ｃｍ以上で、かつ、日平均流量が8,000㎥以上
である河川

・建築物の空気調和に 特定開発区域等にあっては、冬期（12月から３月まで）の冷
伴い排出される熱 熱需要が日平均10,000ＭＪ以上であると想定される建築物。

ただし、建築物の空気調和に伴い排出される熱を複数の建
築物の間で融通する場合は、特定開発事業における地域冷
暖房が導入される場合に限る。

・地下式構造の鉄道から
排出される熱

日平均乗降客数が10万人以上の駅

河川水の温度差利用設備の導入工事と完成後

工事中の様子 工事完了後の様子
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３３ 地域冷暖房の導入検討（条例第１７条の６）地域冷暖房の導入検討（条例第１７条の６）

特定開発事業者は、特定開発事業を行う場合には、特定開発区域等における建築物等
へ熱の供給方法として、地域冷暖房の導入を検討しなければなりません。
具体的な検討事項は指針第３の３で定められており、その内容は次のとおりです。
なお 地域冷暖房に いては「Ⅷ 地域冷暖房 をご覧くださいなお、地域冷暖房については「Ⅷ 地域冷暖房」をご覧ください。

ア 新築等を行う建築物の用途等の特性、熱需要予測、地域冷暖房の周辺への拡張性、利用
可能エネルギーの有無等の基本条件について調査を実施してください。
また、熱需要予測については、熱需要に関し公表されている文献のデータ及び実態を踏まえ
た適切な原単位で行うものとし、当該原単位については、根拠となる書類を有効エネルギー計
画書に添付してください。

イ 導入への適性として、アの調査結果を踏まえ、次に掲げる事項を検討してください。
(ｱ)新築等を行う建築物が１棟である場合には、特定開発区域の周辺地域の建築物又は特定
開発区域等の既存の建築物への熱供給の可能性

(ｲ) 冷房、暖房及び給湯用の熱量のいずれかの１時間当たりの最大値が21ギガジュール以上
と予測

(ｳ) 新築等を行う建築物が、住宅、駐車場、倉庫、工場等以外の熱需要の大きい用途に使用
される

(ｴ)外気温の季節変動、特定開発区域等における建築物の用途若しくは時間による熱負荷の
変動から判断して、地域冷暖房の導入により熱負荷の平準化を図ることが可能

ウ イに掲げる要件に該当するときは、次に揚げる事項への該当を検討してください。
(ｱ)  熱の供給先へ熱媒体を搬送するための、導管の敷設ルートの確保
(ｲ) 特定開発区域内において地域エネルギー供給事業者が存在しない場合であって、新築等
を行う建築物に、熱源機器、ポンプ、冷却塔、蓄熱槽等（以下「熱供給プラント」という。）を
設置するスペースがある

(ｳ)  特定開発区域内において地域エネルギー供給事業者が存在する場合で、自ら熱供給プラ
ントを設置しない場合には、当該地域エネルギー供給事業者から供給される熱を、建築物
へ供給し利用すること。供給し利用すること。

★ 地域冷暖房区域 ★
地域冷暖房区域の確認は、次のアドレスから行ってください。

・ http://www7.kankyo.metro.tokyo.jp/yukoriyou/dhc_select.html
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１ 計画書の作成（条例１７条の７）
特定開発事業者は、特定開発事業におけるエネルギー有効利用計画書を作成し、建築
確認申請を行う日の180日前までに東京都へ提出しなければなりません。

１ 計画書の作成（条例１７条の７）
特定開発事業者は、特定開発事業におけるエネルギー有効利用計画書を作成し、建築
確認申請を行う日の180日前までに東京都へ提出しなければなりません。

Ⅵ エネルギー有効利用計画書

２ 計画書の記載内容（条例１７条の７）
エネルギー有効利用計画書の主な記載内容等は、次のとおりです。

２ 計画書の記載内容（条例１７条の７）
エネルギー有効利用計画書の主な記載内容等は、次のとおりです。

① 特定開発事業者の氏名及び住所

② 特定開発事業の概要及び開発区域の範囲

③ 省エネルギー性能目標値及びその達成状況の検証方法
・「制度の重要ポイント」で解説している、性能目標値を記載するとともに、その達成状況の検証方法
を記載してください。

④ 有効利用が可能なエネルギーを利用するための設備の検討内容及び検討結果
・「制度の重要ポイント」で解説している「利用可能なエネルギーの種類」ごとに、設備の検討内容と
結果を記載してください。
・この場合、導入が困難な「利用可能なエネルギー」についてはその理由を記載してください。

能 ギ 能 ギ 有効 が 能・また、利用可能なエネルギー以外の再生可能エネルギーその他有効利用を図ることが可能なエネ
ルギーを利用する設備を導入する場合には、当該設備の種類を記載してください。

⑤ 地域冷暖房の導入の検討内容及び結果
・「制度の重要ポイント」で解説している、地域冷暖房の導入の検討内容及び結果を記載してください。
なお、地域冷暖房の導入をしない場合には、その理由を記載してください。

⑥ エネルギー有効利用計画書の公表部署及び公表方法
特定開発事業者における 計画書を公表する部署及びその方法（開発事業者の＊＊部署 ホ・特定開発事業者における、計画書を公表する部署及びその方法（開発事業者の＊＊部署、ホー
ムページ等）を記載してください。

⑦ 工事完了後の設備機器及び制御機器の運転及び制御方法の調整の実施の有無

⑧ 導入する熱源機器の概要（地域冷暖房を導入しない場合）

⑨ 添付資料
・計画書には 次の書類を添付してください・計画書には、次の書類を添付してください。

１ 特定開発区域の位置及び面積並びに特定開発事業において新築等を行う建築物の配置示す図面

２ 省エネルギー性能目標値の設定の根拠を示す書類

３ 特定開発区域の周辺の開発動向等の状況を示す書類

４ 熱需要の予測についてその根拠を示す書類

５ 特定開発区域と利用可能エネルギーが生じる施設又は場所の位置（導管敷設上の制約がある場合は、その内容
を含む。）との関係を示す図面

６ 利用可能エネルギーを利用するための設備の導入に係る検討の詳細を示す書類

７ 利用可能エネルギーが生じる施設の改修の内容並びに特定開発事業及び当該施設改修の工事工程を示す書類

８ 日射条件の確保が不十分な場合にあっては、日射遮物の位置及び規模等その状況を示す書類

７



３ 計画書の変更（条例１７条の８）
エネルギー有効利用計画書の内容を変更しようとする場合には、次に掲げる事項ごとに
定められた期日までに、東京都へ提出しなければなりません。

① 特定開発事業者の氏名及び住所

３ 計画書の変更（条例１７条の８）
エネルギー有効利用計画書の内容を変更しようとする場合には、次に掲げる事項ごとに
定められた期日までに、東京都へ提出しなければなりません。

① 特定開発事業者の氏名及び住所① 特定開発事業者の氏名及び住所
：変更の日の翌日から起算して３０日以内

② 特定開発事業において、エネルギー有効利用計画書に記載のない大規模特定建築物を
新築等を行おうとする場合
：当該大規模特定建築物に係る建築物環境計画書が提出される日
（大規模特定建築物が複数ある場合には、すべての建築物環境計画書が提出される日）

① 特定開発事業者の氏名及び住所
：変更の日の翌日から起算して３０日以内

② 特定開発事業において、エネルギー有効利用計画書に記載のない大規模特定建築物を
新築等を行おうとする場合
：当該大規模特定建築物に係る建築物環境計画書が提出される日
（大規模特定建築物が複数ある場合には、すべての建築物環境計画書が提出される日）

③ ②に掲げる場合以外
：当該大規模特定建築物において新築等を行おうとする建築物に係る建築確認申請の日
（大規模特定建築物が複数ある場合には、最初の建築確認申請の日）

ただし、次の事項に該当する場合を除きます。

③ ②に掲げる場合以外
：当該大規模特定建築物において新築等を行おうとする建築物に係る建築確認申請の日
（大規模特定建築物が複数ある場合には、最初の建築確認申請の日）

ただし、次の事項に該当する場合を除きます。

一 特定開発事業の概要を変更する場合
・ 特定開発事業において新築等を行う特別大規模特定建築物の延べ面積の増加及び棟数の変更
を伴わない建築物の変更（特別大規模特定建築物の主たる用途の変更を除く。）をする場合

二 利用可能エネルギーを変更する場合
・ 設備の導入の有無の検討結果を変更するとき又は当該設備のうち太陽光を利用するための設備
において太陽光の変換方法を変更するとき以外の変更をする場合

三 地域冷暖房の導入の検討内容及び検討結果を変更する場合
・ 地域冷暖房の導入の有無の検討結果を変更するとき以外の変更をする場合

４ 計画書の公表（条例１７条の９）
特定開発事業者は、次の事項に該当する場合には、エネルギー有効利用計画書の内容を
公表しなければなりません。
① エネルギ 有効利用計画書を提出した時

４ 計画書の公表（条例１７条の９）
特定開発事業者は、次の事項に該当する場合には、エネルギー有効利用計画書の内容を
公表しなければなりません。
① エネルギ 有効利用計画書を提出した時

四 その他知事が特に認める場合

① エネルギー有効利用計画書を提出した時
② 変更内容を記載したエネルギー有効利用計画書を提出した時

・ 公表時期及び公表期間
特定開発事業において新築等をしようとする建築物に係る建築確認申請等の日の少なくと
も三十日前から当該建築物の新築等に係る工事が完了する日までの間（当該建築物が複数
ある場合にあっては、最初の建築確認申請等の日の少なくとも三十日前からすべての当該建
築物の新築等に係る工事が完了する日までの間）

① エネルギー有効利用計画書を提出した時
② 変更内容を記載したエネルギー有効利用計画書を提出した時

・ 公表時期及び公表期間
特定開発事業において新築等をしようとする建築物に係る建築確認申請等の日の少なくと
も三十日前から当該建築物の新築等に係る工事が完了する日までの間（当該建築物が複数
ある場合にあっては、最初の建築確認申請等の日の少なくとも三十日前からすべての当該建
築物の新築等に係る工事が完了する日までの間）

８

築物の新築等に係る工事が完了する日までの間）

・ 公表の方法
インターネットの利用、環境報告書への掲載、特定開発事業者の事業所における備え置き

又は掲示その他の容易に閲覧できる場所、時間等を配慮した方法により行ってください。

築物の新築等に係る工事が完了する日までの間）

・ 公表の方法
インターネットの利用、環境報告書への掲載、特定開発事業者の事業所における備え置き

又は掲示その他の容易に閲覧できる場所、時間等を配慮した方法により行ってください。



Ⅶ 地域エネルギー供給計画書

この計画書の 提出時期等は次のとおりです

特定開発事業者は、地域冷暖房又は複数の建築物に熱と合わせて電気を供給しようとする
場合には、建築確認申請を行う日の1２0日前までに東京都に対し地域エネルギー供給計画
書を提出しなければなりません。

この計画書の、提出時期等は次のとおりです。

都への事前相談

検討事項の検討・調整
概ね３箇月前

エネルギー有効利用
計画書の作成

エネルギー有効利用
計画書の提出

建築物環境

地域エネルギー供給計画書は、条例第

１７条の１１に基づき、最初に建築又は増
築する建築物の建築確認申請日の１２０
日前に提出してください

地域エネルギー
供給計画書

最初に建設する建築
物の建築確認申請

建築物環境
計画書の提出

２棟目以降の

１２０日間
１８０日間

３０日間

建築確認申請

１５日間

工事完了

特定建築物工事

エネルギー供給開始届は、条例第１７
条の１４に基づき、エネルギーの供給を
開始した場合には、開始した日の翌日か
ら起算して１５日以内に提出してください

エネルギーの
特定建築物工事
完了届の提出

１５日間

供給開始

地域エネルギー
供給開始届

地域エネルギー
供給実績報告書

６月末日 地域エネルギー供給実績報告書は条
例第１７条の１５に基づくもので、前年度
の供給実績を毎年度６月末までに提出し
てください。

９

供給実績報告書



１ 地域エネルギー供給計画書の作成
特定開発事業者は、特定開発事業において地域冷暖房等を導入する場合には、地域エネ
ルギー供給計画書を作成し、建築確認申請を行う日の120日前までに、知事に提出しなけれ
ばなりません。なり 。

特定開発事業者が地域冷暖房の導入を判断した場合、その具体的な導入計画書（地域エ

ネルギー供給計画書）を作成し、知事へ提出しなければなりません。この際、特定開発事業
者は、当該計画書を当該開発区域で新たに地域エネルギー供給事業者となるものに作成させ
ることができます。
また、特定開発事業者は、この計画書を特定開発事業において新築等を行う特別大規模特
定建築物（延べ面積１万㎡超）のうち、最初に建築確認申請を行う日の120日前までに提出
しなければなりません。

２ 地域エネルギー供給計画書の主な記載内容
地域エネルギー供給計画書の主な記載内容は、次のとおりです。

①地域エネルギー供給事業者の氏名及び住所

ギ②エネルギー供給区域及び供給設備の等の概要

③有効利用が可能なエネルギーの種類、量、熱媒体の種類

④供給するエネルギーの種類、量、熱媒体の種類

⑤利用可能エネルギーの利用実態

⑥供給した熱の ネルギ の効率及び評価⑥供給した熱のエネルギーの効率及び評価
・算出方法は、次に掲げる方法（規則別表第1の４の１の項の備考欄に規定）によります。
・供給熱量を燃料使用量、熱使用量及び電気使用量
に、それぞれ単位発熱量を乗じて合算して得た
発熱量で除して得た値をいいます。

熱のエネルギー効率と評価

・ここで、
★供給熱量とは、供給した蒸気、温水及び冷水の年度の熱量（ギガジュール）
★燃料使用量とは、熱の供給に使用した燃料の年度の使用量（単位：規則別表第１の２参照）
★熱使用量とは、熱の供給に使用した他人から供給された蒸気、温水及び冷水の年度の使用量
（ギガジュール）
★電気使用量とは 熱の供給に使用した他人から供給された電気の年度の使用量（ｋｗ時）★電気使用量とは、熱の供給に使用した他人から供給された電気の年度の使用量（ｋｗ時）
★単位発熱量とは、規則別表第１の２の第１覧に掲げる燃料の種類ごとに、第２欄に掲げる単位
当たりのギガジュールで表した発熱量としての第３欄に掲げる係数
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・なお、次のような例外が認められています。
・単位発熱量で、他人から供給された蒸気、温水及び冷水については、当該熱を発生させるために
使用した燃料、熱、電気の発熱量を算定する上で、適切と認められるものを求めることができる
ときには、当該方法により求めた単位当たりのギガジュールで表した発熱量とすることができる。

・熱電併給設備により発生する電気を他人に供給するとともに、発生する熱を熱の供給に使用する
場合には、熱電併給設備において使用した燃料の発熱量のうち、熱の供給に使用した発熱量の算
定は、規則別表第１の３の特定温室効果ガス年度排出量及び基準排出量の部算定の計算方法の
項に規定する知事が別に定める方法に関する指針による。

⑤排出ガス中の窒素酸化物濃度（標準酸素濃度０％換算）
・エネルギーの供給に伴い排出口から大気中に排出される標準状態かつ酸素濃度が０％の状態に
換算した場合における、総排出物１㎥に含まれる窒素酸化物の量

⑥他のエネルギー供給事業者との熱の相互利用の概要

⑦エネルギーの供給計画書の公表の担当部署及び方法

⑧添付資料
・ 計画書には、次の書類を添付してください。

１ ネルギ 供給対象建築物の概要を示す書類１ エネルギー供給対象建築物の概要を示す書類
２ エネルギー供給対象建築物におけるエネルギー需要の予測（熱負荷特性を考慮したものとする。）
の根拠を示す書類
３ 熱供給プラントの位置及び熱供給プラントの収容建築物の概要を示す書類
４ 熱供給施設の構成及び供給能力を示す書類
５ 利用可能エネルギーの種類及び年間の利用量の根拠、熱のエネルギー効率の根拠並びに熱の
相互利用の方法を示す書類
６ 排出ガス中の窒素酸化物の量を抑制する措置を示す書類
７ 熱供給施設の整備計画の工程を示す書類

燃料の種類 単位 係数

①液化天然ガス（ＬＮG） トン 54 6

規則別表第１の２（抜 粋）

熱供給施設の整備計画の 程を示す書類

①液化天然ガス（ＬＮG） トン 54.6

②天然ガス 標準状態に換算して千㎥ 43.5

③都市ガス 標準状態に換算して千㎥ 45.0

④一般電気事業者から供給された昼間の電気 千ＫＷ時 9.97

⑤一般電気事業者から供給された夜間の電気 千ＫＷ時 9.28

⑥他人から供給された電気（④,⑤以外） 千ＫＷ時 9.76

⑦蒸気(産業用に限る。） ギガジュール 1.02

⑧蒸気（⑦以外）、温水及び冷水 ギガジュール 1.36
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３ 計画書の変更（条例１７条の１２）
地域エネルギー供給計画書の内容を変更しようとする場合には、次に掲げる事項ごとに
定められた期日までに、東京都へ提出しなければなりません。

① 地域エネルギー供給事業者の氏名及び住所

３ 計画書の変更（条例１７条の１２）
地域エネルギー供給計画書の内容を変更しようとする場合には、次に掲げる事項ごとに
定められた期日までに、東京都へ提出しなければなりません。

① 地域エネルギー供給事業者の氏名及び住所① 地域 ネルギ 供給事業者の氏名及び住所
：遅滞なく

② 次に掲げる事項(条例第１７条の１１第１項第２号から６号）
：変更内容を記載した計画書を作成し、エネルギー供給の開始届が提出される日

① 地域 ネルギ 供給事業者の氏名及び住所
：遅滞なく

② 次に掲げる事項(条例第１７条の１１第１項第２号から６号）
：変更内容を記載した計画書を作成し、エネルギー供給の開始届が提出される日

２号：エネルギー供給区域及び供給設備の等の概要

３号：有効利用が可能なエネルギーの種類、量、熱媒体の種類

４号：供給するエネルギーの種類、量、熱媒体の種類

５号：利用可能エネルギーの利用実態

６号：供給した熱のエネルギーの効率及び評価

４ 計画書の公表（条例１７条の１３）
特定開発事業者は、次の事項に該当する場合には、エネルギー有効利用計画書の内容を
公表しなければなりません。
① 地域エネルギー供給計画書を提出した時
② 変更内容を記載した地域エネルギー供給計画書を提出した時

４ 計画書の公表（条例１７条の１３）
特定開発事業者は、次の事項に該当する場合には、エネルギー有効利用計画書の内容を
公表しなければなりません。
① 地域エネルギー供給計画書を提出した時
② 変更内容を記載した地域エネルギー供給計画書を提出した時

・ 公表時期及び公表期間
エネルギーの供給を行う建築物のうち、最初に新築等を行う建築物について行う建築確
認申請等の日の少なくとも三十日前から、地域エネルギー供給実績報告書が最初に提出
される日まで

・ 公表の方法
インタ ネットの利用 環境報告書への掲載 特定開発事業者の事業所における備え置き

・ 公表時期及び公表期間
エネルギーの供給を行う建築物のうち、最初に新築等を行う建築物について行う建築確
認申請等の日の少なくとも三十日前から、地域エネルギー供給実績報告書が最初に提出
される日まで

・ 公表の方法
インタ ネットの利用 環境報告書への掲載 特定開発事業者の事業所における備え置きインターネットの利用、環境報告書への掲載、特定開発事業者の事業所における備え置き

又は掲示その他の容易に閲覧できる場所、時間等を配慮した方法により行ってください。

インターネットの利用、環境報告書への掲載、特定開発事業者の事業所における備え置き

又は掲示その他の容易に閲覧できる場所、時間等を配慮した方法により行ってください。
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５ エネルギーの供給開始届（条例第１７条の１４）
地域エネルギー供給事業者は、地域エネルギー供給計画書に記載したエネルギーの供
給を開始した場合には、供給開始日の翌日から起算して１５日以内に、エネルギー供給開
始届を提出することになります。
なお エネルギー供給開始届には エネルギー供給の方法の概要を示す書類を添付してなお、エネルギー供給開始届には、エネルギー供給の方法の概要を示す書類を添付して
ください。

４ エネルギー供給実績報告書（条例第１７条の１５）
地域エネルギー供給事業者は、当年度の特定開発区域内の建築物へのエネルギー供給
の実績に関する報告（以下「地域エネルギー供給実績報告書」という。）を翌年度の６月末
までに報告することになります。までに報告することになります。
なお、エネルギー供給実績報告書の記載内容は、次のとおりです。

①地域エネルギー供給事業者の氏名及び住所

②エネルギー供給区域及び供給設備の等の概要

③有効利用が可能なエネルギーの種類、量、熱媒体の種類

④供給するエネルギーの種類、量、熱媒体の種類

⑤利用可能エネルギーの利用実態

⑥供給した熱のエネルギーの効率及び評価

⑤排出ガス中の窒素酸化物濃度（標準酸素濃度０％換算）

⑥他のエネルギー供給事業者との熱の相互利用の概要

⑦エネルギーの供給計画書の公表の担当部署及び方法

・添付資料
報告書には、次の書類を添付してください。

１ エネルギー供給対象建築物の概要を示す書類

２ エネルギー供給対象建築物におけるエネルギー需要の実績（熱負荷特性を考慮したもの
とする ）の根拠を示す書類とする。）の根拠を示す書類

３ 熱供給プラントの位置及び熱供給プラントの収容建築物の状況を示す書類

４ 熱供給施設の構成及び供給能力を示す書類

５ 熱供給プラントにおいて使用したエネルギーの種類及び使用実績を示す書類

６ 利用可能エネルギーの利用方法、熱のエネルギー効率の根拠及び熱の相互利用の方法を
示す書類

７ 排出ガス中の窒素酸化物の量を抑制する措置を示す書類

８ 熱供給施設の更新計画を示す書類
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Ⅷ 地域冷暖房Ⅷ 地域冷暖房

１ 地域冷暖房区域の指定(条例第１７条の１８）
知事は、特定開発事業者又は地域エネルギー供給事業者の申請に基づき、地域冷
暖房区域を指定することができます。

知事は、特定開発事業者又は地域エネルギー供給事業者の申請に基づき、一定の基準を満
たしている地区を地域冷暖房区域として指定することができます。

地域冷暖房区域 指定の流れ

開発事業者

地域冷暖房区域の指定申請

東京都

指定基準への適合

地域冷暖房区域 指定の流れ

区域指定に係る説明

①区域内に建築物の新築等をしようとする者

②区域内の建築物の所有者・管理者

①、②については、延床面積が2万㎡を超える
住宅及び1万㎡を超える事務所、物販店舗、学
校、病院、飲食店等の用途が対象専門的知識を有する者

への意見聴取

③指定しようとする区域を管轄する区市町村長

への意見聴取

地域冷暖房区域の
指定決定・公示

２ 地域冷暖房区域の指定基準
地域冷暖房区域の指定基準は、次のとおりです。

項目 基準値

冷房又は暖房・給湯の熱需要 ２１ＧＪ／ｈ以上

熱のエネルギー効率 ０．９以上（熱供給媒体に蒸気がある場合には０．８）熱のエネルギ 効率 ０．９以上（熱供給媒体に蒸気がある場合には０．８）

排出ガス中の窒素酸化物濃度 ４０ppm（標準酸素濃度０％換算）以下
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３ 地域冷暖房区域の指定の取り消し(条例第１７条の２０）
知事は、地域冷暖房区域におけるエネルギーの供給状態が次のいずれかに該当する
ときには、指定を取り消すことがあります。

① 地域エネルギー供給実績報告書において エネルギー供給の効率の値が連続する３箇年度① 地域エネルギ 供給実績報告書において、エネルギ 供給の効率の値が連続する３箇年度
次の基準を下回り、改善の見込みがないとき。
ただし、年度途中からエネルギーの供給を開始した場合にあっては、当該年度を除く３箇年度

供給するエネルギーの媒体 熱のエネルギー効率の値

蒸気が含まれていない場合 ０．９０

② 地域エネルギー供給実績報告書において、熱の供給量が連続する３箇年度、次の基準を下回り、
回復の見込みがないとき。
ただし、年度途中からエネルギーの供給を開始した場合にあっては、当該年度を除く３箇年度

蒸気が含まれている場合 ０．８５

項目 基準値

③ 地域エネルギー供給事業者が、当該地域冷暖房区域へのエネルギー供給を廃止したとき。

④ 地域冷暖房区域の指定の公示後、地域エネルギー供給事業者が、連続する５箇年度の間、
エネルギー供給を行わないとき。
ただし 地域冷暖房区域の指定の公示の日の属する年度を除く

項目 基準値

冷房又は暖房・給湯の熱需要 ２１ＧＪ／ｈ以上

ただし、地域冷暖房区域の指定の公示の日の属する年度を除く 。

⑤ 地域エネルギー供給実績報告書において、連続する３箇年度、次の基準を満たさなくなったとき
ただし、年度途中からエネルギーの供給を開始した場合にあっては、当該年度を除く３箇年度

項目 基準値

⑥ 専門的知識を有するもの等からの意見の聴取
指定の取り消しに際しては、あらかじめ次に掲げる者の意見を聴取することになっています。

・ 専門的知識を有する者
取り消しに係る地域冷暖房区域を管轄する特別区の区長及び市町村長

熱のエネルギー効率 ０．９以上（熱供給媒体に蒸気がある場合には０．８）

排出ガス中の窒素酸化物濃度 ４０ppm（標準酸素濃度０％換算）以下

・ 取り消しに係る地域冷暖房区域を管轄する特別区の区長及び市町村長

１５



Ⅸ 熱供給の受入検討

地域冷暖房区域内で、次に掲げる者は条例第１７条の２１に基づき地域エネルギー供給
事業者とその供給する熱の受入について協議するとともに、その受け入れを検討しなけれ
ばなりません。

Ⅸ 熱供給の受入検討

地域冷暖房区域内で、次に掲げる者は条例第１７条の２１に基づき地域エネルギー供給
事業者とその供給する熱の受入について協議するとともに、その受け入れを検討しなけれ
ばなりません。

１ 建築物の新築又は増築及び熱源機器の更新を予定する者

対象規模

なお、熱源機器の更新とは、建築物の延べ面積の過半に熱の供給を行う熱源機器の冷熱

又は温熱の供給能力（当該熱源機器が複数ある場合にあ ては その合計）の過半に相当す

１ 建築物の新築又は増築及び熱源機器の更新を予定する者

対象規模

なお、熱源機器の更新とは、建築物の延べ面積の過半に熱の供給を行う熱源機器の冷熱

又は温熱の供給能力（当該熱源機器が複数ある場合にあ ては その合計）の過半に相当す

・住宅用途 ：延べ床面積２０，０００㎡超
・住宅以外の用途 ：延べ床面積１０，０００㎡超

又は温熱の供給能力（当該熱源機器が複数ある場合にあっては、その合計）の過半に相当す
る更新をいいます。

２ 届出時期

受入検討建築主ごとに、次の時期までに地域エネルギー供給事業者との協議内容を示す議
事等の概要を添付して、届け出てください。

又は温熱の供給能力（当該熱源機器が複数ある場合にあっては、その合計）の過半に相当す
る更新をいいます。

２ 届出時期

受入検討建築主ごとに、次の時期までに地域エネルギー供給事業者との協議内容を示す議
事等の概要を添付して、届け出てください。

① 建築物の新築等を予定する者：建築物環境計画書を提出する日

なお、この場合には、建築物環境計画書の提出により、受入検討届の提出を省略できます。なお、この場合には、建築物環境計画書の提出により、受入検討届の提出を省略できます。

① 建築物の新築等を予定する者：建築物環境計画書を提出する日

② 熱源機器の更新を予定する者：更新工事の着手日の６０日前

ガス・コ・ジェネレーションシステム

多段式冷凍機
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Ⅹ 制度に関するその他の事項

① 指導・助言（条例第１７条第２２項）
都は、特定開発事業者、地域エネルギー供給事業者、利用可能エネルギーに係る事業者、他の都 、 定 、 給 、 、
地域エネルギー供給事業者、熱電併給設備を設置しようとする事業者、熱電併給設備の所有者
若しくは管理者、エネルギー供給受入者又は熱供給の受入検討建築主等が行う次に掲げる事項
がエネルギー有効利用指針に照らして不十分であると認めるときは、これらの者に対し、エネル
ギー有効利用指針に基づき、必要な指導及び助言をすることができます。

② 勧告（条例第１７条第２３項）
知事は、特定開発事業者、地域エネルギー供給事業者又は熱供給の受入検討建築主等が、次
の各号のいずれかに該当するときは、これらの者に対し必要な措置をとることを勧告することがあの各号のいずれかに該当するときは、これらの者に対し必要な措置をとることを勧告することがあ
ります。
一 第17条の7、第17条の8、第17条の11第1項、第17条の12第1項若しくは第2項、第17条の14、
第17条の15又は第17条の21第2項の規定による提出又は届出をしなかったとき。
二 第17条の9第1項、第17条の13第1項又は第17条の16第1項の規定による公表をしなかった
とき。
三 正当な理由なく前条第1号、第3号又は第7号（協議に係る部分に限る。）の規定による指導
及び助言に従わず、かつ、エネルギー有効利用指針に照らして、エネルギーの有効利用を推
進するための措置が著しく不十分であるとき進するための措置が著しく不十分であるとき。

③ 立入調査（条例第１５３条第２項）
知事は、第17条の22、第17条の23第1項及び第156条第1項の規定の施行に必要な限度におい
て、その職員に、特定開発事業者、地域エネルギー供給事業者、利用可能エネルギーに係る事業
者、他の地域エネルギー供給事業者、熱電併給設備を設置しようとする事業者、熱電併給設備の
所有者若しくは管理者、エネルギー供給受入者又は熱供給の受入検討建築主等の同意を得て、
特定開発区域等、エネルギー供給を行う区域又はこれに隣接し、若しくは近接する区域、これらの
区域内の建築物 ネ ギ を供給する施設又は熱電併給設備の存する施設 再生可能 ネ区域内の建築物、エネルギーを供給する施設又は熱電併給設備の存する施設、再生可能エネル
ギー及び有効利用を図ることが可能なエネルギーを利用する場所その他の場所に立ち入り、エネ
ルギー有効利用指針に基づく環境への負荷の低減のための措置について調査させることができ
ます。

④ 報告の聴取（条例第１５５条）
都は、条例の施行に必要な限度において、特定エネルギー供給事業者、特定機器の整備等を
行う事業者、特定機器を廃棄する事業者、回収事業者、処理事業者、特定開発事業者、地域エネ
ルギー供給事業者、利用可能エネルギーに係る事業者、他の地域エネルギー供給事業者、エネ
ルギー供給受入者、熱供給の受入検討建築主等、特定建築主、大規模特定建築物工事完了届
出者に対し、必要な事項の報告又は資料の提出を求めることがあります。

⑤ 違反者の公表（条例第１５６条）
都は、勧告を受けたものが正当な理由なく勧告に従わなかったときは、その旨を公表することが
あります。
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本制度で使用する様式等については、次の要領でダウンロードしてください。本制度で使用する様式等については、次の要領でダウンロードしてください。

Ⅺ 様式のダウンロード

・エネルギー有効利用計画書の作成に必要な様式のダウンロードは、
次の東京都環境局公式ホームページからダウンロードしてください。
アドレス：Http://www7.kankyo.metro.tokyo.jp/yukoriyou/index.html
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Ⅶ 関係法令・様式等

第二節の五 地域におけるエネルギーの有効利用

Ⅶ 関係法令・様式等

第二節の五 地域におけるエネルギーの有効利用

１ 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（抜粋）

（開発事業者の責務）
第十七条の二 一の区域において一又は二以上の建築物の新築若しくは増築（以下「新築等」という。）を行う事業
（以下「開発事業」という。）をしようとする者（以下「開発事業者」という。）は、当該開発事業を行う区域における
エネルギーの有効利用について必要な措置を講じ、環境への負荷の低減に努めなければならない。

（エネルギー有効利用指針の作成）
第十七条の三 知事は、大量かつ高密度なエネルギー需要を発生させるものとして規則で定める規模の開発事業
（以下「特定開発事業」という。）をしようとする者（以下「特定開発事業者」という。）、特定開発事業を行う区域（以

（開発事業者の責務）
第十七条の二 一の区域において一又は二以上の建築物の新築若しくは増築（以下「新築等」という。）を行う事業
（以下「開発事業」という。）をしようとする者（以下「開発事業者」という。）は、当該開発事業を行う区域における
エネルギーの有効利用について必要な措置を講じ、環境への負荷の低減に努めなければならない。

（エネルギー有効利用指針の作成）
第十七条の三 知事は、大量かつ高密度なエネルギー需要を発生させるものとして規則で定める規模の開発事業
（以下「特定開発事業」という。）をしようとする者（以下「特定開発事業者」という。）、特定開発事業を行う区域（以（以下 特定開発事業」という。）をしようとする者（以下 特定開発事業者」という。）、特定開発事業を行う区域（以
下「特定開発区域」という。）及びその周辺の地域（以下これらを「特定開発区域等」という。）に熱又は熱と併せて
電気の供給を行う事業者（以下「地域エネルギー供給事業者」という。）、地域エネルギー供給事業者の供給対
象となる者並びに特定開発区域等におけるエネルギーの有効利用にかかわるその他事業者が、特定開発事業
によって生じる環境への負荷の低減を図るためのエネルギーの有効利用に関する指針（以下「エネルギー有効
利用指針」という。）を定めるものとする。

２ エネルギー有効利用指針は、科学的知見、技術水準その他の事情を勘案して作成するものとし、必要に応じて
改定するものとする。
３ 知事は、エネルギー有効利用指針を定め、又は改定したときは、 その内容を公表するものとする。

（以下 特定開発事業」という。）をしようとする者（以下 特定開発事業者」という。）、特定開発事業を行う区域（以
下「特定開発区域」という。）及びその周辺の地域（以下これらを「特定開発区域等」という。）に熱又は熱と併せて
電気の供給を行う事業者（以下「地域エネルギー供給事業者」という。）、地域エネルギー供給事業者の供給対
象となる者並びに特定開発区域等におけるエネルギーの有効利用にかかわるその他事業者が、特定開発事業
によって生じる環境への負荷の低減を図るためのエネルギーの有効利用に関する指針（以下「エネルギー有効
利用指針」という。）を定めるものとする。

２ エネルギー有効利用指針は、科学的知見、技術水準その他の事情を勘案して作成するものとし、必要に応じて
改定するものとする。
３ 知事は、エネルギー有効利用指針を定め、又は改定したときは、 その内容を公表するものとする。

（省エネルギー性能目標値の設定）
第十七条の四 特定開発事業者は、特定開発事業において規則で定める規模を超える建築物（規則で定める用途
の部分に限り、規則で定める種類の建築物を除く。以下この条において同じ。）の新築等をしようとするときは、エ
ネルギー有効利用指針に基づき、規則で定めるところにより、その建築物のエネルギーの使用の合理化に関す
る性能について、第二十条の三の省エネルギー性能基準の値以上の目標値（当該省エネルギー性能基準の値
の定めのない用途にあっては、エネルギー有効利用指針に定める基準を勘案して定める目標。以下第十七条の
七第五号を除き、この節において同じ。）を設定しなければならない。

（省エネルギー性能目標値の設定）
第十七条の四 特定開発事業者は、特定開発事業において規則で定める規模を超える建築物（規則で定める用途
の部分に限り、規則で定める種類の建築物を除く。以下この条において同じ。）の新築等をしようとするときは、エ
ネルギー有効利用指針に基づき、規則で定めるところにより、その建築物のエネルギーの使用の合理化に関す
る性能について、第二十条の三の省エネルギー性能基準の値以上の目標値（当該省エネルギー性能基準の値
の定めのない用途にあっては、エネルギー有効利用指針に定める基準を勘案して定める目標。以下第十七条の
七第五号を除き、この節において同じ。）を設定しなければならない。

（有効利用が可能なエネルギーを利用するための設備の導入検討）
第十七条の五 特定開発事業者は、特定開発事業を行おうとするときは、エネルギー有効利用指針に基づき、規則
で定める範囲内において、再生可能エネルギーその他有効利用を図ることが可能なエネルギーのうち、規則で
定めるエネルギーを利用するための設備の導入について検討しなければならない。

（地域冷暖房の導入検討）
第十七条の六 特定開発事業者は、特定開発事業を行おうとするときは、特定開発区域等における建築物への熱
の供給方法として、エネルギー有効利用指針に基づき、地域冷暖房の導入を検討しなければならない。

（有効利用が可能なエネルギーを利用するための設備の導入検討）
第十七条の五 特定開発事業者は、特定開発事業を行おうとするときは、エネルギー有効利用指針に基づき、規則
で定める範囲内において、再生可能エネルギーその他有効利用を図ることが可能なエネルギーのうち、規則で
定めるエネルギーを利用するための設備の導入について検討しなければならない。

（地域冷暖房の導入検討）
第十七条の六 特定開発事業者は、特定開発事業を行おうとするときは、特定開発区域等における建築物への熱
の供給方法として、エネルギー有効利用指針に基づき、地域冷暖房の導入を検討しなければならない。

（エネルギー有効利用計画書の作成等）
第十七条の七 特定開発事業者は、規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した特定開発事業における
エネルギーの有効利用に関する計画書（以下「エネルギー有効利用計画書」という。）を、エネルギー有効利用指
針に基づき作成し、規則で定める日までに、知事に提出しなければならない。
一 特定開発事業者の氏名及び住所（法人にあっては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）
二 特定開発事業の概要
三 特定開発区域の範囲
四 第十七条の四の規定により設定したエネルギーの使用の合理化に関する性能の目標値

（エネルギー有効利用計画書の作成等）
第十七条の七 特定開発事業者は、規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した特定開発事業における
エネルギーの有効利用に関する計画書（以下「エネルギー有効利用計画書」という。）を、エネルギー有効利用指
針に基づき作成し、規則で定める日までに、知事に提出しなければならない。
一 特定開発事業者の氏名及び住所（法人にあっては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）
二 特定開発事業の概要
三 特定開発区域の範囲
四 第十七条の四の規定により設定したエネルギーの使用の合理化に関する性能の目標値
五 第十七条の四に規定する建築物の工事完了後における前号の性能の目標値の達成状況の検証方法
六 第十七条の五の規定による同条のエネルギーを利用するための設備の導入の検討内容及び検討結果
七 前条の規定による地域冷暖房の導入の検討内容及び検討結果
八 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項

五 第十七条の四に規定する建築物の工事完了後における前号の性能の目標値の達成状況の検証方法
六 第十七条の五の規定による同条のエネルギーを利用するための設備の導入の検討内容及び検討結果
七 前条の規定による地域冷暖房の導入の検討内容及び検討結果
八 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項
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（エネルギー有効利用計画書の変更の届出）
第十七条の八 特定開発事業者は、前条の規定により提出したエネルギー有効利用計画書の内容を変更しようと
するときは、規則で定めるところにより、速やかにその旨を知事に届け出なければならない。ただし、規則で定め
る場合については、この限りでない。

（エネルギー有効利用計画書の公表）
第十七条の九 特定開発事業者は 第十七条の七の規定によりエネルギ 有効利用計画書を提出したとき 又は

（エネルギー有効利用計画書の変更の届出）
第十七条の八 特定開発事業者は、前条の規定により提出したエネルギー有効利用計画書の内容を変更しようと
するときは、規則で定めるところにより、速やかにその旨を知事に届け出なければならない。ただし、規則で定め
る場合については、この限りでない。

（エネルギー有効利用計画書の公表）
第十七条の九 特定開発事業者は 第十七条の七の規定によりエネルギ 有効利用計画書を提出したとき 又は第十七条の九 特定開発事業者は、第十七条の七の規定によりエネルギー有効利用計画書を提出したとき、又は
前条の規定により変更の届出をしたときは、規則で定めるところにより、その内容を公表しなければならない。

２ 知事は、第十七条の七の規定によるエネルギー有効利用計画書の提出又は前条の規定による変更の届出が
あったときは、規則で定めるところにより、その内容を公表するものとする。

（地域エネルギー供給事業者のエネルギーの有効利用に係る措置）
第十七条の十 地域エネルギー供給事業者は、エネルギー有効利用指針に基づき、特定開発区域内の建築物（次
条第三項に規定する同意が得られたときは、同項に規定する建築物を含む。以下同じ。）へのエネルギーの供給
に関し、エネルギーの有効利用について必要な措置を講じなければならない。

第十七条の九 特定開発事業者は、第十七条の七の規定によりエネルギー有効利用計画書を提出したとき、又は
前条の規定により変更の届出をしたときは、規則で定めるところにより、その内容を公表しなければならない。

２ 知事は、第十七条の七の規定によるエネルギー有効利用計画書の提出又は前条の規定による変更の届出が
あったときは、規則で定めるところにより、その内容を公表するものとする。

（地域エネルギー供給事業者のエネルギーの有効利用に係る措置）
第十七条の十 地域エネルギー供給事業者は、エネルギー有効利用指針に基づき、特定開発区域内の建築物（次
条第三項に規定する同意が得られたときは、同項に規定する建築物を含む。以下同じ。）へのエネルギーの供給
に関し、エネルギーの有効利用について必要な措置を講じなければならない。

（地域エネルギー供給計画書の作成等）
第十七条の十一 特定開発事業者は、特定開発事業において地域冷暖房その他複数の建築物への熱の供給と併
せて一又は二以上の建築物に電気を供給する仕組みを導入することとなる場合には、エネルギー有効利用指針
に基づき、次に掲げる事項を記載した特定開発区域内の建築物へのエネルギーの供給に関する計画書（以下
「地域エネルギー供給計画書」という。）を作成し、規則で定める日までに、規則で定めるところにより、知事に提
出しなければならない。
一 地域エネルギー供給事業者の氏名及び住所（法人にあっては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所
在地）

（地域エネルギー供給計画書の作成等）
第十七条の十一 特定開発事業者は、特定開発事業において地域冷暖房その他複数の建築物への熱の供給と併
せて一又は二以上の建築物に電気を供給する仕組みを導入することとなる場合には、エネルギー有効利用指針
に基づき、次に掲げる事項を記載した特定開発区域内の建築物へのエネルギーの供給に関する計画書（以下
「地域エネルギー供給計画書」という。）を作成し、規則で定める日までに、規則で定めるところにより、知事に提
出しなければならない。
一 地域エネルギー供給事業者の氏名及び住所（法人にあっては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所
在地）在地）
二 エネルギー供給を行う区域
三 利用する第十七条の五に規定するエネルギーの種類及び量
四 供給するエネルギーの種類及び量並びに熱媒体の種類
五 供給するエネルギーの効率の値
六 前各号に定めるもののほか、規則で定める事項
２ 前項の規定にかかわらず、特定開発事業者は、当該特定開発事業者以外の者を前項第一号の地域エネルギー
供給事業者としたときは、地域エネルギー供給計画書を当該地域エネルギー供給事業者に作成させることができ
る。

ギ

在地）
二 エネルギー供給を行う区域
三 利用する第十七条の五に規定するエネルギーの種類及び量
四 供給するエネルギーの種類及び量並びに熱媒体の種類
五 供給するエネルギーの効率の値
六 前各号に定めるもののほか、規則で定める事項
２ 前項の規定にかかわらず、特定開発事業者は、当該特定開発事業者以外の者を前項第一号の地域エネルギー
供給事業者としたときは、地域エネルギー供給計画書を当該地域エネルギー供給事業者に作成させることができ
る。

ギ３ 特定開発事業者は、地域エネルギー供給計画書を作成するときは、特定開発区域に隣接し、又は近接して存す
る建築物の所有者又は管理者及び特定開発区域に隣接し、又は近接して建築物の新築等をしようとする者の同
意を得て、当該建築物を含めた地域エネルギー供給計画書を作成することができる。
４ 特定開発事業者は、地域エネルギー供給計画書の作成に当たり、その計画の区域に隣接し、又は近接する区
域における他の地域エネルギー供給事業者（以下「他の地域エネルギー供給事業者」という。）があるときは、エネ
ルギー有効利用指針に基づき、供給する熱の相互利用について検討しなければならない。

（地域エネルギー供給計画書の変更）
第十七条の十二 前条第一項の規定により地域エネルギー供給計画書を提出した者は、同項第一号に掲げる事項

３ 特定開発事業者は、地域エネルギー供給計画書を作成するときは、特定開発区域に隣接し、又は近接して存す
る建築物の所有者又は管理者及び特定開発区域に隣接し、又は近接して建築物の新築等をしようとする者の同
意を得て、当該建築物を含めた地域エネルギー供給計画書を作成することができる。
４ 特定開発事業者は、地域エネルギー供給計画書の作成に当たり、その計画の区域に隣接し、又は近接する区
域における他の地域エネルギー供給事業者（以下「他の地域エネルギー供給事業者」という。）があるときは、エネ
ルギー有効利用指針に基づき、供給する熱の相互利用について検討しなければならない。

（地域エネルギー供給計画書の変更）
第十七条の十二 前条第一項の規定により地域エネルギー供給計画書を提出した者は、同項第一号に掲げる事項第十七条の十二 前条第 項の規定により地域エネルギ 供給計画書を提出した者は、同項第 号に掲げる事項
の変更をしたときは、遅滞なくその旨を、規則で定めるところにより、知事に届け出なければならない。

２ 前条第一項の規定により地域エネルギー供給計画書を提出した者は、同項第二号から第六号までに掲げる事
項の変更をしようとするときは、あらかじめ、当該変更しようとする事項について記載した計画書を作成し、規則で
定めるところにより、知事に提出しなければならない。
３ 前条の規定は、前項の規定による変更について準用する。

（地域エネルギー供給計画書の公表）
第十七条の十三 特定開発事業者は、第十七条の十一第一項若しくは前条第二項の規定により地域エネルギー供
給計画書を提出したとき 又は同条第 項の規定により変更の届出をしたときは 規則で定めるところにより そ

第十七条の十二 前条第 項の規定により地域エネルギ 供給計画書を提出した者は、同項第 号に掲げる事項
の変更をしたときは、遅滞なくその旨を、規則で定めるところにより、知事に届け出なければならない。

２ 前条第一項の規定により地域エネルギー供給計画書を提出した者は、同項第二号から第六号までに掲げる事
項の変更をしようとするときは、あらかじめ、当該変更しようとする事項について記載した計画書を作成し、規則で
定めるところにより、知事に提出しなければならない。
３ 前条の規定は、前項の規定による変更について準用する。

（地域エネルギー供給計画書の公表）
第十七条の十三 特定開発事業者は、第十七条の十一第一項若しくは前条第二項の規定により地域エネルギー供
給計画書を提出したとき 又は同条第 項の規定により変更の届出をしたときは 規則で定めるところにより そ給計画書を提出したとき、又は同条第一項の規定により変更の届出をしたときは、規則で定めるところにより、そ
の内容を公表しなければならない。
２ 知事は、第十七条の十一第一項若しくは前条第二項の規定による地域エネルギー供給計画書の提出又は同
条第一項の規定による変更の届出があったときは、規則で定めるところにより、その内容を公表するものとする。

給計画書を提出したとき、又は同条第一項の規定により変更の届出をしたときは、規則で定めるところにより、そ
の内容を公表しなければならない。
２ 知事は、第十七条の十一第一項若しくは前条第二項の規定による地域エネルギー供給計画書の提出又は同
条第一項の規定による変更の届出があったときは、規則で定めるところにより、その内容を公表するものとする。
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（エネルギー供給の開始の届出）
第十七条の十四 地域エネルギー供給事業者は、第十七条の十一第一項又は第十七条の十二第二項の規定によ
り作成された地域エネルギー供給計画書に係るエネルギーの供給を開始したときは、その旨を、規則で定めると
ころにより、規則で定める日までに、知事に届け出なければならない。

（地域エネルギー供給実績報告書の提出等）
第十七条の十五 地域エネルギ 供給事業者は 第十七条の十 第 項各号に掲げる事項を記載した特定開発

（エネルギー供給の開始の届出）
第十七条の十四 地域エネルギー供給事業者は、第十七条の十一第一項又は第十七条の十二第二項の規定によ
り作成された地域エネルギー供給計画書に係るエネルギーの供給を開始したときは、その旨を、規則で定めると
ころにより、規則で定める日までに、知事に届け出なければならない。

（地域エネルギー供給実績報告書の提出等）
第十七条の十五 地域エネルギ 供給事業者は 第十七条の十 第 項各号に掲げる事項を記載した特定開発第十七条の十五 地域エネルギー供給事業者は、第十七条の十一第一項各号に掲げる事項を記載した特定開発
区域内の建築物へのエネルギー供給の実績に関する報告書（以下「地域エネルギー供給実績報告書」という。）
を、エネルギー有効利用指針に基づき作成し、規則で定めるところにより、知事に提出しなければならない。

（地域エネルギー供給実績報告書の公表）
第十七条の十六 地域エネルギー供給事業者は、前条の規定により地域エネルギー供給実績報告書を提出したと
きは、規則で定めるところにより、その内容を公表しなければならない。

２ 知事は、前条の規定により地域エネルギー供給実績報告書の提出があったときは、規則で定めるところにより、
その内容を公表するものとする。

第十七条の十五 地域エネルギー供給事業者は、第十七条の十一第一項各号に掲げる事項を記載した特定開発
区域内の建築物へのエネルギー供給の実績に関する報告書（以下「地域エネルギー供給実績報告書」という。）
を、エネルギー有効利用指針に基づき作成し、規則で定めるところにより、知事に提出しなければならない。

（地域エネルギー供給実績報告書の公表）
第十七条の十六 地域エネルギー供給事業者は、前条の規定により地域エネルギー供給実績報告書を提出したと
きは、規則で定めるところにより、その内容を公表しなければならない。

２ 知事は、前条の規定により地域エネルギー供給実績報告書の提出があったときは、規則で定めるところにより、
その内容を公表するものとする。

（エネルギーの有効利用にかかわるその他事業者の協力等）
第十七条の十七 第十七条の五に規定する範囲内において、同条に規定するエネルギーが生じる事業活動を行う
事業者（以下「利用可能エネルギーに係る事業者」という。）は、エネルギー有効利用指針に基づき、同条の規定
により特定開発事業者が行う当該エネルギーを利用するための設備の導入についての検討及び地域エネル
ギー供給事業者が行う当該エネルギーの利用に協力しなければならない。

２ 他の地域エネルギー供給事業者は、エネルギー有効利用指針に基づき、第十七条の十一第四項の規定による
特定開発事業者が供給しようとする熱の相互利用についての検討及び地域エネルギー供給事業者が供給する熱
の相互利用に協力しなければならない

（エネルギーの有効利用にかかわるその他事業者の協力等）
第十七条の十七 第十七条の五に規定する範囲内において、同条に規定するエネルギーが生じる事業活動を行う
事業者（以下「利用可能エネルギーに係る事業者」という。）は、エネルギー有効利用指針に基づき、同条の規定
により特定開発事業者が行う当該エネルギーを利用するための設備の導入についての検討及び地域エネル
ギー供給事業者が行う当該エネルギーの利用に協力しなければならない。

２ 他の地域エネルギー供給事業者は、エネルギー有効利用指針に基づき、第十七条の十一第四項の規定による
特定開発事業者が供給しようとする熱の相互利用についての検討及び地域エネルギー供給事業者が供給する熱
の相互利用に協力しなければならないの相互利用に協力しなければならない。
３ 地域エネルギー供給事業者に熱を提供する設備で、熱と併せて電気を提供する設備（以下「熱電併給設備」とい
う。）を設置しようとする事業者は、エネルギー有効利用指針に基づき、熱を提供しようとする地域エネルギー供給
事業者の熱需要に応じた熱の損失の少ない最適な規模の熱電併給設備を設置するよう努めなければならない。
４ 熱電併給設備の所有者又は管理者は、地域エネルギー供給事業者に対して熱を提供するに当たり、エネル
ギー有効利用指針に基づき、当該熱電併給設備による効率的な熱の提供に努めなければならない。
５ 地域エネルギー供給事業者からエネルギー供給を受ける建築物の新築等をしようとする者及びその所有者又
は管理者並びにその建築物を使用する事業者（以下「エネルギー供給受入者」という。）は、エネルギー有効利用
指針に基づき、地域エネルギー供給事業者が行うエネルギーの有効利用に係る措置に協力しなければならない。

の相互利用に協力しなければならない。
３ 地域エネルギー供給事業者に熱を提供する設備で、熱と併せて電気を提供する設備（以下「熱電併給設備」とい
う。）を設置しようとする事業者は、エネルギー有効利用指針に基づき、熱を提供しようとする地域エネルギー供給
事業者の熱需要に応じた熱の損失の少ない最適な規模の熱電併給設備を設置するよう努めなければならない。
４ 熱電併給設備の所有者又は管理者は、地域エネルギー供給事業者に対して熱を提供するに当たり、エネル
ギー有効利用指針に基づき、当該熱電併給設備による効率的な熱の提供に努めなければならない。
５ 地域エネルギー供給事業者からエネルギー供給を受ける建築物の新築等をしようとする者及びその所有者又
は管理者並びにその建築物を使用する事業者（以下「エネルギー供給受入者」という。）は、エネルギー有効利用
指針に基づき、地域エネルギー供給事業者が行うエネルギーの有効利用に係る措置に協力しなければならない。

（地域冷暖房区域の指定）
第十七条の十八 知事は、特定開発事業者又は地域エネルギー供給事業者からの申請に基づき、地域エネルギー
供給計画書又は地域エネルギー供給実績報告書に記載するエネルギー供給を行う区域において、冷房又は暖
房及び給湯の用に供される熱の量のいずれかが規則で定める量以上になるものと予測される場合において、当
該区域に供給するエネルギーの効率の値及び第十七条の十一第一項第六号の規則で定める事項が規則で定
める基準を満たしていると認めるときは、当該区域を地域冷暖房区域として指定することができる。

２ 知事は、前項の規定による地域冷暖房区域の指定に当たり、専門的知識を有する者の意見を聴くものとする。
３ 知事は、地域冷暖房区域の指定に当たり次に掲げる者に対し、区域指定についての説明を行うものとする。

（地域冷暖房区域の指定）
第十七条の十八 知事は、特定開発事業者又は地域エネルギー供給事業者からの申請に基づき、地域エネルギー
供給計画書又は地域エネルギー供給実績報告書に記載するエネルギー供給を行う区域において、冷房又は暖
房及び給湯の用に供される熱の量のいずれかが規則で定める量以上になるものと予測される場合において、当
該区域に供給するエネルギーの効率の値及び第十七条の十一第一項第六号の規則で定める事項が規則で定
める基準を満たしていると認めるときは、当該区域を地域冷暖房区域として指定することができる。

２ 知事は、前項の規定による地域冷暖房区域の指定に当たり、専門的知識を有する者の意見を聴くものとする。
３ 知事は、地域冷暖房区域の指定に当たり次に掲げる者に対し、区域指定についての説明を行うものとする。３ 知事は、地域冷暖房区域の指定に当たり次に掲げる者に対し、区域指定についての説明を行うものとする。
一 指定しようとする区域内に規則で定める規模を超える建築物の新築等をしようとする者
二 指定しようとする区域内に存する規則で定める規模を超える建築物の所有者又は管理者
三 指定しようとする区域を管轄する特別区の区長及び市町村長
４ 前項各号に定める者は、規則で定める期限までに知事に意見を申し出ることができる。
５ 知事は、第一項の規定により地域冷暖房区域を指定するときは、第二項及び前項の意見を勘案するものとする。
６ 知事は、第一項の規定により地域冷暖房区域を指定したときは、規則で定めるところにより、その内容を公示
しなければならない。

３ 知事は、地域冷暖房区域の指定に当たり次に掲げる者に対し、区域指定についての説明を行うものとする。
一 指定しようとする区域内に規則で定める規模を超える建築物の新築等をしようとする者
二 指定しようとする区域内に存する規則で定める規模を超える建築物の所有者又は管理者
三 指定しようとする区域を管轄する特別区の区長及び市町村長
４ 前項各号に定める者は、規則で定める期限までに知事に意見を申し出ることができる。
５ 知事は、第一項の規定により地域冷暖房区域を指定するときは、第二項及び前項の意見を勘案するものとする。
６ 知事は、第一項の規定により地域冷暖房区域を指定したときは、規則で定めるところにより、その内容を公示
しなければならない。

２２



（地域冷暖房区域の変更）
第十七条の十九 知事は、前条第一項の規定により指定した地域冷暖房区域について、特定開発事業者又は地域
エネルギー供給事業者からの申請に基づき、地域冷暖房区域の変更を行うことができる。

２ 前条の規定は、前項の規定により変更を行う場合に準用する。この場合において、同条第一項の規定中「地域
エネルギー供給計画書又は地域エネルギー供給実績報告書に記載するエネルギー供給を行う区域」とあるのは
「変更後の地域冷暖房区域」と読み替えるものとし、新たな区域を地域冷暖房区域に追加するときにあっては同条
第三項の規定の適用は追加する区域に限るものとし 地域冷暖房区域が減少するときにあっては同項第 号及

（地域冷暖房区域の変更）
第十七条の十九 知事は、前条第一項の規定により指定した地域冷暖房区域について、特定開発事業者又は地域
エネルギー供給事業者からの申請に基づき、地域冷暖房区域の変更を行うことができる。

２ 前条の規定は、前項の規定により変更を行う場合に準用する。この場合において、同条第一項の規定中「地域
エネルギー供給計画書又は地域エネルギー供給実績報告書に記載するエネルギー供給を行う区域」とあるのは
「変更後の地域冷暖房区域」と読み替えるものとし、新たな区域を地域冷暖房区域に追加するときにあっては同条
第三項の規定の適用は追加する区域に限るものとし 地域冷暖房区域が減少するときにあっては同項第 号及第三項の規定の適用は追加する区域に限るものとし、地域冷暖房区域が減少するときにあっては同項第一号及
び第二号の規定は適用せず、同項第三号の規定中「指定しようとする区域」とあるのは「指定を取り消そうとする
区域」と読み替えるものとする。

（地域冷暖房区域の指定の取消し）
第十七条の二十 知事は、第十七条の十八第一項の規定により指定され、又は前条第一項の規定により変更され
た地域冷暖房区域に係るエネルギーの供給の状況が次に掲げる場合のいずれかに該当するときは、当該地域
冷暖房区域の指定を取り消すことができる。
一 地域エネルギー供給実績報告書において、エネルギー供給の効率の値が規則で定める期間、規則で定める

第三項の規定の適用は追加する区域に限るものとし、地域冷暖房区域が減少するときにあっては同項第一号及
び第二号の規定は適用せず、同項第三号の規定中「指定しようとする区域」とあるのは「指定を取り消そうとする
区域」と読み替えるものとする。

（地域冷暖房区域の指定の取消し）
第十七条の二十 知事は、第十七条の十八第一項の規定により指定され、又は前条第一項の規定により変更され
た地域冷暖房区域に係るエネルギーの供給の状況が次に掲げる場合のいずれかに該当するときは、当該地域
冷暖房区域の指定を取り消すことができる。
一 地域エネルギー供給実績報告書において、エネルギー供給の効率の値が規則で定める期間、規則で定める
基準を下回り、改善の見込みがないとき。
二 地域エネルギー供給実績報告書において、熱の供給量が規則で定める期間、第十七条の十八第一項の規則
で定める熱の量を下回り、回復の見込みがないとき。
三 地域エネルギー供給事業者が、当該地域冷暖房区域へのエネルギー供給を廃止したとき。
四 地域冷暖房区域の指定の公示後、地域エネルギー供給事業者が、規則で定める期間、エネルギー供給を行
わないとき。
五 地域エネルギー供給実績報告書において、規則で定めるところにより第十七条の十一第一項第六号の規則
で定める事項に係る第十七条の十八第一項の規則で定める基準を満たさなくなったとき。

２ 知事は 前項の取消しに当たっては あらかじめ 次に掲げる者の意見を聴くものとする

基準を下回り、改善の見込みがないとき。
二 地域エネルギー供給実績報告書において、熱の供給量が規則で定める期間、第十七条の十八第一項の規則
で定める熱の量を下回り、回復の見込みがないとき。
三 地域エネルギー供給事業者が、当該地域冷暖房区域へのエネルギー供給を廃止したとき。
四 地域冷暖房区域の指定の公示後、地域エネルギー供給事業者が、規則で定める期間、エネルギー供給を行
わないとき。
五 地域エネルギー供給実績報告書において、規則で定めるところにより第十七条の十一第一項第六号の規則
で定める事項に係る第十七条の十八第一項の規則で定める基準を満たさなくなったとき。

２ 知事は 前項の取消しに当たっては あらかじめ 次に掲げる者の意見を聴くものとする２ 知事は、前項の取消しに当たっては、あらかじめ、次に掲げる者の意見を聴くものとする。
一 専門的知識を有する者
二 取消しに係る地域冷暖房区域を管轄する特別区の区長及び市町村長
３ 知事は、第一項の規定により地域冷暖房区域の指定を取り消したときは、その旨を公示しなければならない。

（熱供給の受入検討義務）
第十七条の二十一 第十七条の十八第一項の規定により知事が指定し、又は第十七条の十九第一項の規定によ
り知事が変更した地域冷暖房区域において、規則で定める規模を超える建築物の新築等をしようとする者及び
規則で定める規模を超える建築物に設置されている規則で定める熱源機器の更新をしようとする当該建築物の

築 ギ づ

２ 知事は、前項の取消しに当たっては、あらかじめ、次に掲げる者の意見を聴くものとする。
一 専門的知識を有する者
二 取消しに係る地域冷暖房区域を管轄する特別区の区長及び市町村長
３ 知事は、第一項の規定により地域冷暖房区域の指定を取り消したときは、その旨を公示しなければならない。

（熱供給の受入検討義務）
第十七条の二十一 第十七条の十八第一項の規定により知事が指定し、又は第十七条の十九第一項の規定によ
り知事が変更した地域冷暖房区域において、規則で定める規模を超える建築物の新築等をしようとする者及び
規則で定める規模を超える建築物に設置されている規則で定める熱源機器の更新をしようとする当該建築物の

築 ギ づ所有者又は管理者（以下「熱供給の受入検討建築主等」という。）は、エネルギー有効利用指針に基づき、当該
地域冷暖房区域に係る地域エネルギー供給事業者とその供給する熱の受入について協議し、検討しなければ
ならない。

２ 熱供給の受入検討建築主等は、規則で定めるところにより、前項の協議及び検討結果を、知事に届け出なけれ
ばならない。

（指導及び助言）
第十七条の二十二 知事は、特定開発事業者、地域エネルギー供給事業者、利用可能エネルギーに係る事業者、
他の地域エネルギー供給事業者、熱電併給設備を設置しようとする事業者、熱電併給設備の所有者若しくは管

所有者又は管理者（以下「熱供給の受入検討建築主等」という。）は、エネルギー有効利用指針に基づき、当該
地域冷暖房区域に係る地域エネルギー供給事業者とその供給する熱の受入について協議し、検討しなければ
ならない。

２ 熱供給の受入検討建築主等は、規則で定めるところにより、前項の協議及び検討結果を、知事に届け出なけれ
ばならない。

（指導及び助言）
第十七条の二十二 知事は、特定開発事業者、地域エネルギー供給事業者、利用可能エネルギーに係る事業者、
他の地域エネルギー供給事業者、熱電併給設備を設置しようとする事業者、熱電併給設備の所有者若しくは管他の地域エネルギ 供給事業者、熱電併給設備を設置しようとする事業者、熱電併給設備の所有者若しくは管
理者、エネルギー供給受入者又は熱供給の受入検討建築主等が行う次に掲げる事項がエネルギー有効利用指
針に照らして不十分であると認めるときは、これらの者に対し、エネルギー有効利用指針に基づき、必要な指導
及び助言をすることができる。
一 第十七条の四の規定による目標値の設定
二 第十七条の五、第十七条の六又は第十七条の十一第四項の規定による検討
三 第十七条の十の規定による措置
四 第十七条の十七第一項、第二項又は第五項の規定による協力
五 第十七条の十七第三項の規定による設置
六 第十七条の十七第四項の規定による提供

他の地域エネルギ 供給事業者、熱電併給設備を設置しようとする事業者、熱電併給設備の所有者若しくは管
理者、エネルギー供給受入者又は熱供給の受入検討建築主等が行う次に掲げる事項がエネルギー有効利用指
針に照らして不十分であると認めるときは、これらの者に対し、エネルギー有効利用指針に基づき、必要な指導
及び助言をすることができる。
一 第十七条の四の規定による目標値の設定
二 第十七条の五、第十七条の六又は第十七条の十一第四項の規定による検討
三 第十七条の十の規定による措置
四 第十七条の十七第一項、第二項又は第五項の規定による協力
五 第十七条の十七第三項の規定による設置
六 第十七条の十七第四項の規定による提供六 第十七条の十七第四項の規定による提供
七 前条第一項の規定による協議又は検討
六 第十七条の十七第四項の規定による提供
七 前条第一項の規定による協議又は検討

２３



（勧告）
第十七条の二十三 知事は、特定開発事業者、地域エネルギー供給事業者又は熱供給の受入検討建築主等が、
次の各号のいずれかに該当するときは、これらの者に対し必要な措置をとることを勧告することができる。
一 第十七条の七、第十七条の八、第十七条の十一第一項、第十七条の十二第一項若しくは第二項、第十七条
の十四、第十七条の十五又は第十七条の二十一第二項の規定による提出又は届出をしなかったとき。
二 第十七条の九第一項、第十七条の十三第一項又は第十七条の十六第一項の規定による公表をしなかったと
き

（勧告）
第十七条の二十三 知事は、特定開発事業者、地域エネルギー供給事業者又は熱供給の受入検討建築主等が、
次の各号のいずれかに該当するときは、これらの者に対し必要な措置をとることを勧告することができる。
一 第十七条の七、第十七条の八、第十七条の十一第一項、第十七条の十二第一項若しくは第二項、第十七条
の十四、第十七条の十五又は第十七条の二十一第二項の規定による提出又は届出をしなかったとき。
二 第十七条の九第一項、第十七条の十三第一項又は第十七条の十六第一項の規定による公表をしなかったと
きき。
三 正当な理由なく前条第一号、第三号又は第七号（協議に係る部分に限る。）の規定による指導及び助言に従
わず、かつ、エネルギー有効利用指針に照らして、エネルギーの有効利用を推進するための措置が著しく不十
分であるとき。

２ 知事は、前項第三号の規定による勧告を行おうとする場合においては、あらかじめ専門的知識を有する者の意
見を聴くものとする。

き。
三 正当な理由なく前条第一号、第三号又は第七号（協議に係る部分に限る。）の規定による指導及び助言に従
わず、かつ、エネルギー有効利用指針に照らして、エネルギーの有効利用を推進するための措置が著しく不十
分であるとき。

２ 知事は、前項第三号の規定による勧告を行おうとする場合においては、あらかじめ専門的知識を有する者の意
見を聴くものとする。

２４



（特定開発事業）
第八条の二 条例第十七条の三第一項に規定する規則で定める規模は、開発事業において新築等をしようとする
すべての建築物の新築部分及び増築部分の延べ面積（建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八
号）第二条第 項第三号に規定する床面積の合計をいう 以下同じ ）の合計が五万平方メ トルを超えるもの

（特定開発事業）
第八条の二 条例第十七条の三第一項に規定する規則で定める規模は、開発事業において新築等をしようとする
すべての建築物の新築部分及び増築部分の延べ面積（建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八
号）第二条第 項第三号に規定する床面積の合計をいう 以下同じ ）の合計が五万平方メ トルを超えるもの

２ 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例施行規則（抜粋）

号）第二条第一項第三号に規定する床面積の合計をいう。以下同じ。）の合計が五万平方メートルを超えるもの
とする。

（省エネルギー性能目標値の設定）
第八条の三 条例第十七条の四に規定する規則で定める規模は、建築物の新築の場合にあっては延べ面積が、
建築物の増築の場合にあっては増築部分の延べ面積が、それぞれ一万平方メートルであることとする。

２ 条例第十七条の四に規定する規則で定める用途は、次に掲げる用途とする。
一 住宅その他エネルギーの使用の状況に関してこれらに類するもの
二 ホテル、旅館その他エネルギーの使用の状況に関してこれらに類するもの

号）第二条第一項第三号に規定する床面積の合計をいう。以下同じ。）の合計が五万平方メートルを超えるもの
とする。

（省エネルギー性能目標値の設定）
第八条の三 条例第十七条の四に規定する規則で定める規模は、建築物の新築の場合にあっては延べ面積が、
建築物の増築の場合にあっては増築部分の延べ面積が、それぞれ一万平方メートルであることとする。

２ 条例第十七条の四に規定する規則で定める用途は、次に掲げる用途とする。
一 住宅その他エネルギーの使用の状況に関してこれらに類するもの
二 ホテル、旅館その他エネルギーの使用の状況に関してこれらに類するもの
三 病院、老人ホーム、身体障害者福祉ホームその他エネルギーの使用の状況に関してこれらに類するもの
四 百貨店、マーケットその他エネルギーの使用の状況に関してこれらに類するもの
五 事務所、官公署、図書館、博物館その他エネルギーの使用の状況に関してこれらに類するもの
六 小学校、中学校、高等学校、大学、高等専門学校、専修学校、各種学校その他エネルギーの使用の状況に関
してこれらに類するもの
七 飲食店、食堂、喫茶店、キャバレーその他エネルギーの使用の状況に関してこれらに類するもの
八 集会場、公会堂、ボーリング場、体育館、劇場、映画館、ぱちんこ屋その他エネルギーの使用の状況に関して
これらに類するもの

３ 条例第十七条の四に規定する規則で定める種類の建築物は 省エネ法第七十五条第七項に規定する建築物と

三 病院、老人ホーム、身体障害者福祉ホームその他エネルギーの使用の状況に関してこれらに類するもの
四 百貨店、マーケットその他エネルギーの使用の状況に関してこれらに類するもの
五 事務所、官公署、図書館、博物館その他エネルギーの使用の状況に関してこれらに類するもの
六 小学校、中学校、高等学校、大学、高等専門学校、専修学校、各種学校その他エネルギーの使用の状況に関
してこれらに類するもの
七 飲食店、食堂、喫茶店、キャバレーその他エネルギーの使用の状況に関してこれらに類するもの
八 集会場、公会堂、ボーリング場、体育館、劇場、映画館、ぱちんこ屋その他エネルギーの使用の状況に関して
これらに類するもの

３ 条例第十七条の四に規定する規則で定める種類の建築物は 省エネ法第七十五条第七項に規定する建築物と３ 条例第十七条の四に規定する規則で定める種類の建築物は、省エネ法第七十五条第七項に規定する建築物と
する。
４ 条例第十七条の四の規定による建築物のエネルギーの使用の合理化に関する性能の目標値の設定は、当該
建築物において、次の各号に掲げる用途の区分に応じ、当該各号に定める事項について行わなければならない。
一 第二項第一号に規定する用途に供する部分（延べ面積が二千平方メートル以上のものに限る。） 建築物の
熱負荷の低減
二 第二項第二号から第八号までに規定する用途に供する部分（当該各用途に供する部分の延べ面積が二千平
方メートル以上であるものに限る。） 建築物の熱負荷の低減及び設備システムのエネルギーの使用の合理化

が ギ

３ 条例第十七条の四に規定する規則で定める種類の建築物は、省エネ法第七十五条第七項に規定する建築物と
する。
４ 条例第十七条の四の規定による建築物のエネルギーの使用の合理化に関する性能の目標値の設定は、当該
建築物において、次の各号に掲げる用途の区分に応じ、当該各号に定める事項について行わなければならない。
一 第二項第一号に規定する用途に供する部分（延べ面積が二千平方メートル以上のものに限る。） 建築物の
熱負荷の低減
二 第二項第二号から第八号までに規定する用途に供する部分（当該各用途に供する部分の延べ面積が二千平
方メートル以上であるものに限る。） 建築物の熱負荷の低減及び設備システムのエネルギーの使用の合理化

が ギ（有効利用が可能なエネルギー）
第八条の四 条例第十七条の五に規定する規則で定める範囲及び規則で定めるエネルギーは、次の表の上欄に
掲げる範囲の区分ごとに、当該下欄に定めるエネルギーとする。
一 特定開発区域等
（一） 一般廃棄物の焼却施設において廃棄物の焼却により排出される熱
（二） 下水汚泥の焼却に伴い排出される熱
（三） 下水処理水の熱
（四） 河川水の熱
（五） 海水の熱

（有効利用が可能なエネルギー）
第八条の四 条例第十七条の五に規定する規則で定める範囲及び規則で定めるエネルギーは、次の表の上欄に
掲げる範囲の区分ごとに、当該下欄に定めるエネルギーとする。
一 特定開発区域等
（一） 一般廃棄物の焼却施設において廃棄物の焼却により排出される熱
（二） 下水汚泥の焼却に伴い排出される熱
（三） 下水処理水の熱
（四） 河川水の熱
（五） 海水の熱（五） 海水の熱
（六） 建築物の空気調和に伴い排出される熱
（七） 地下式構造の鉄道から排出される熱
（八） 太陽光
二 特定開発区域等に隣接し、又は道路を挟んで近接する街区（道路、河川、鉄道等で囲まれた地域的なまとまり
のある土地の区域をいう。）の区域
・前項（一）から（六）までに掲げる熱
三 特定開発区域等の境界から一キロメートルの範囲の区域（前項の区域を除く。）
・第一項（一）から（五）までに掲げる熱

（五） 海水の熱
（六） 建築物の空気調和に伴い排出される熱
（七） 地下式構造の鉄道から排出される熱
（八） 太陽光
二 特定開発区域等に隣接し、又は道路を挟んで近接する街区（道路、河川、鉄道等で囲まれた地域的なまとまり
のある土地の区域をいう。）の区域
・前項（一）から（六）までに掲げる熱
三 特定開発区域等の境界から一キロメートルの範囲の区域（前項の区域を除く。）
・第一項（一）から（五）までに掲げる熱
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（エネルギー有効利用計画書の作成等）
第八条の五 条例第十七条の七の規定によるエネルギー有効利用計画書の提出は、別記第二号様式の十七によ
るエネルギー有効利用計画書提出書に、エネルギー有効利用指針に基づき作成するエネルギー有効利用計画
書を添付して行わなければならない。

２ 条例第十七条の七に規定する規則で定める日は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日
とする

（エネルギー有効利用計画書の作成等）
第八条の五 条例第十七条の七の規定によるエネルギー有効利用計画書の提出は、別記第二号様式の十七によ
るエネルギー有効利用計画書提出書に、エネルギー有効利用指針に基づき作成するエネルギー有効利用計画
書を添付して行わなければならない。

２ 条例第十七条の七に規定する規則で定める日は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日
とするとする。
一 特定開発事業において特別大規模特定建築物の新築等をしようとする場合 当該特別大規模特定建築物に
係る建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第六条第一項の規定に基づく確認（同法第六条の二第一項
に規定する確認を含む。）の申請又は同法第十八条第二項の規定に基づく通知（以下「建築確認申請等」とい
う。）の日（当該特別大規模特定建築物が複数ある場合にあっては、最初の建築確認申請等の日）の百八十日
前
二 前号に掲げる場合以外の場合 特定開発事業において新築等をしようとする建築物に係る建築確認申請等
の日（当該建築物が複数ある場合にあっては、最初の建築確認申請等の日）の百八十日前

３ 条例第十七条の七第八号に規定する規則で定める事項は、次に掲げるものとする。

とする。
一 特定開発事業において特別大規模特定建築物の新築等をしようとする場合 当該特別大規模特定建築物に
係る建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第六条第一項の規定に基づく確認（同法第六条の二第一項
に規定する確認を含む。）の申請又は同法第十八条第二項の規定に基づく通知（以下「建築確認申請等」とい
う。）の日（当該特別大規模特定建築物が複数ある場合にあっては、最初の建築確認申請等の日）の百八十日
前
二 前号に掲げる場合以外の場合 特定開発事業において新築等をしようとする建築物に係る建築確認申請等
の日（当該建築物が複数ある場合にあっては、最初の建築確認申請等の日）の百八十日前

３ 条例第十七条の七第八号に規定する規則で定める事項は、次に掲げるものとする。
一 エネルギー有効利用計画書の公表の担当部署及び方法
二 特別大規模特定建築物の工事完了後の設備機器及び制御機器の運転方法及び制御方法の調整の実施の
有無
三 導入する熱源機器の概要（条例第十七条の七第七号において地域冷暖房を導入しないとした場合に限る。）

（エネルギー有効利用計画書の変更の届出）
第八条の六 条例第十七条の八本分の規定による届出は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める書面
により行わなければならない。
一 条例第十七条の七第一号に掲げる事項を変更する場合 別記第二号様式の十八による特定開発事業者氏

一 エネルギー有効利用計画書の公表の担当部署及び方法
二 特別大規模特定建築物の工事完了後の設備機器及び制御機器の運転方法及び制御方法の調整の実施の
有無
三 導入する熱源機器の概要（条例第十七条の七第七号において地域冷暖房を導入しないとした場合に限る。）

（エネルギー有効利用計画書の変更の届出）
第八条の六 条例第十七条の八本分の規定による届出は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める書面
により行わなければならない。
一 条例第十七条の七第一号に掲げる事項を変更する場合 別記第二号様式の十八による特定開発事業者氏条例第十七条の七第 号に掲げる事項を変更する場合 別記第二号様式の十八による特定開発事業者氏
名等変更届出書
二 条例第十七条の七第二号から第八号までに掲げる事項を変更する場合 別記第二号様式の十九によるエネ
ルギー有効利用計画書変更届出書及び変更しようとする事項を記載したエネルギー有効利用計画書

２ 条例第十七条の八本分の規定による届出は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める日までの変更
について、行わなければならない。この場合において、条例第十七条の七第一号に掲げる事項の変更の届出は、
変更した日の翌日から起算して三十日を経過した日までに行うことができる
一 特定開発事業において大規模特定建築物の新築等をしようとする場合 当該大規模特定建築物に係る建築
物環境計画書が知事に提出される日（当該大規模特定建築物が複数ある場合にあっては、すべての建築物環

が

条例第十七条の七第 号に掲げる事項を変更する場合 別記第二号様式の十八による特定開発事業者氏
名等変更届出書
二 条例第十七条の七第二号から第八号までに掲げる事項を変更する場合 別記第二号様式の十九によるエネ
ルギー有効利用計画書変更届出書及び変更しようとする事項を記載したエネルギー有効利用計画書

２ 条例第十七条の八本分の規定による届出は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める日までの変更
について、行わなければならない。この場合において、条例第十七条の七第一号に掲げる事項の変更の届出は、
変更した日の翌日から起算して三十日を経過した日までに行うことができる
一 特定開発事業において大規模特定建築物の新築等をしようとする場合 当該大規模特定建築物に係る建築
物環境計画書が知事に提出される日（当該大規模特定建築物が複数ある場合にあっては、すべての建築物環

が境計画書が知事に提出される日）
二 前号に掲げる場合以外の場合 特定開発事業において新築等をしようとする建築物に係る建築確認申請等
の日（当該建築物が複数ある場合にあっては、最初の建築確認申請等の日）

３ 条例第十七条の八ただし書に規定する規則で定める場合は、次に掲げる場合とする。
一 条例第十七条の七第二号に掲げる事項の変更にあっては、特定開発事業において新築等を行う特別大規模
特定建築物の延べ面積の増加及び棟数の変更を伴わない建築物の変更（特別大規模特定建築物の主たる用
途の変更を除く。）をする場合
二 条例第十七条の七第六号に掲げる事項の変更にあっては、同号に規定する設備の導入の有無の検討結果を
変更するとき又は当該設備のうち太陽光を利用するための設備において太陽光の変換方法を変更するとき以外

境計画書が知事に提出される日）
二 前号に掲げる場合以外の場合 特定開発事業において新築等をしようとする建築物に係る建築確認申請等
の日（当該建築物が複数ある場合にあっては、最初の建築確認申請等の日）

３ 条例第十七条の八ただし書に規定する規則で定める場合は、次に掲げる場合とする。
一 条例第十七条の七第二号に掲げる事項の変更にあっては、特定開発事業において新築等を行う特別大規模
特定建築物の延べ面積の増加及び棟数の変更を伴わない建築物の変更（特別大規模特定建築物の主たる用
途の変更を除く。）をする場合
二 条例第十七条の七第六号に掲げる事項の変更にあっては、同号に規定する設備の導入の有無の検討結果を
変更するとき又は当該設備のうち太陽光を利用するための設備において太陽光の変換方法を変更するとき以外変更するとき又は当該設備のうち太陽光を利用するための設備において太陽光の変換方法を変更するとき以外
の変更をする場合
三 条例第十七条の七第七号に掲げる事項の変更にあっては、同号に規定する地域冷暖房の導入の有無の検
討結果を変更するとき以外の変更をする場合
四 その他知事が特に認める場合

変更するとき又は当該設備のうち太陽光を利用するための設備において太陽光の変換方法を変更するとき以外
の変更をする場合
三 条例第十七条の七第七号に掲げる事項の変更にあっては、同号に規定する地域冷暖房の導入の有無の検
討結果を変更するとき以外の変更をする場合
四 その他知事が特に認める場合

２６



（特定開発事業者によるエネルギー有効利用計画書の公表）
第八条の七 条例第十七条の九第一項の規定による公表の内容は、条例第十七条の七各号に掲げる事項とする。
２ 条例第十七条の九第一項の規定による公表は、特定開発事業において新築等をしようとする建築物に係る建築
確認申請等の日の少なくとも三十日前から当該建築物の新築等に係る工事が完了する日までの間（当該建築物
が複数ある場合にあっては、最初の建築確認申請等の日の少なくとも三十日前からすべての当該建築物の新築
等に係る工事が完了する日までの間）行わなければならない

（特定開発事業者によるエネルギー有効利用計画書の公表）
第八条の七 条例第十七条の九第一項の規定による公表の内容は、条例第十七条の七各号に掲げる事項とする。
２ 条例第十七条の九第一項の規定による公表は、特定開発事業において新築等をしようとする建築物に係る建築
確認申請等の日の少なくとも三十日前から当該建築物の新築等に係る工事が完了する日までの間（当該建築物
が複数ある場合にあっては、最初の建築確認申請等の日の少なくとも三十日前からすべての当該建築物の新築
等に係る工事が完了する日までの間）行わなければならない等に係る工事が完了する日までの間）行わなければならない。
３ 条例第十七条の九第一項の規定による公表は、インターネットの利用による公表、環境報告書への掲載、特定
開発事業者の事業所における備え置き又は掲示その他の容易に閲覧できる場所、時間等を配慮した方法により
行うものとする。

（知事によるエネルギー有効利用計画書の公表）
第八条の八 条例第十七条の九第二項の規定による公表の内容は、条例第十七条の七各号に掲げる事項とする。
２ 条例第十七条の九第二項の規定による公表は、次に掲げる方法により行うものとする。
一 知事が別に定める日及び時間における環境局での閲覧

等に係る工事が完了する日までの間）行わなければならない。
３ 条例第十七条の九第一項の規定による公表は、インターネットの利用による公表、環境報告書への掲載、特定
開発事業者の事業所における備え置き又は掲示その他の容易に閲覧できる場所、時間等を配慮した方法により
行うものとする。

（知事によるエネルギー有効利用計画書の公表）
第八条の八 条例第十七条の九第二項の規定による公表の内容は、条例第十七条の七各号に掲げる事項とする。
２ 条例第十七条の九第二項の規定による公表は、次に掲げる方法により行うものとする。
一 知事が別に定める日及び時間における環境局での閲覧
二 インターネットの利用による公表

（地域エネルギー供給計画書の作成等）
第八条の九 条例第十七条の十一第一項の規定による地域エネルギー供給計画書の提出は、別記第二号様式の
二十による地域エネルギー供給計画書提出書に、エネルギー有効利用指針に基づき作成する地域エネルギー
供給計画書を添付して行わなければならない。

２ 条例第十七条の十一第一項に規定する規則で定める日は、特定開発事業において地域冷暖房その他複数の
建築物への熱の供給と併せて一又は二以上の建築物に電気を供給する仕組みを導入することとなる建築物のう
ち 新築等をしようとする建築物に係る建築確認申請等の日（当該建築物が複数ある場合にあっては 最初の建

二 インターネットの利用による公表

（地域エネルギー供給計画書の作成等）
第八条の九 条例第十七条の十一第一項の規定による地域エネルギー供給計画書の提出は、別記第二号様式の
二十による地域エネルギー供給計画書提出書に、エネルギー有効利用指針に基づき作成する地域エネルギー
供給計画書を添付して行わなければならない。

２ 条例第十七条の十一第一項に規定する規則で定める日は、特定開発事業において地域冷暖房その他複数の
建築物への熱の供給と併せて一又は二以上の建築物に電気を供給する仕組みを導入することとなる建築物のう
ち 新築等をしようとする建築物に係る建築確認申請等の日（当該建築物が複数ある場合にあっては 最初の建ち、新築等をしようとする建築物に係る建築確認申請等の日（当該建築物が複数ある場合にあっては、最初の建
築確認申請等の日）の百二十日前とする。
３ 条例第十七条の十一第一項第六号に規定する規則で定める事項は、次に掲げるものとする。
一 エネルギーを供給する設備等の概要
二 供給する熱のエネルギーの効率の評価
三 エネルギーの供給に伴い排出口から大気中に排出される標準状態かつ酸素濃度がゼロパーセントの状態に
換算した場合における総排出物一立方メートルに含まれる窒素酸化物の量
四 エネルギー供給を行う区域における建築物等の状況
五 他の地域エネルギー供給事業者との供給する熱の相互利用の検討内容

ギ び

ち、新築等をしようとする建築物に係る建築確認申請等の日（当該建築物が複数ある場合にあっては、最初の建
築確認申請等の日）の百二十日前とする。
３ 条例第十七条の十一第一項第六号に規定する規則で定める事項は、次に掲げるものとする。
一 エネルギーを供給する設備等の概要
二 供給する熱のエネルギーの効率の評価
三 エネルギーの供給に伴い排出口から大気中に排出される標準状態かつ酸素濃度がゼロパーセントの状態に
換算した場合における総排出物一立方メートルに含まれる窒素酸化物の量
四 エネルギー供給を行う区域における建築物等の状況
五 他の地域エネルギー供給事業者との供給する熱の相互利用の検討内容

ギ び六 地域エネルギー供給計画書の公表の担当部署及び方法

（地域エネルギー供給計画書の変更）
第八条の十 条例第十七条の十二第一項の規定による変更の届出は、条例第十七条の十四の規定による届出が
行われる日までの変更について、別記第二号様式の二十一による地域エネルギー供給事業者氏名等変更届出
書により行わなければならない。

２ 条例第十七条の十二第二項の規定による計画書の提出は、条例第十七条の十四の規定による届出が行われ
る日までの変更について、別記第二号様式の二十二による地域エネルギー供給計画書変更提出書に、当該変更
しようとする事項について記載した地域エネルギー供給計画書を添付して行わなければならない。

六 地域エネルギー供給計画書の公表の担当部署及び方法

（地域エネルギー供給計画書の変更）
第八条の十 条例第十七条の十二第一項の規定による変更の届出は、条例第十七条の十四の規定による届出が
行われる日までの変更について、別記第二号様式の二十一による地域エネルギー供給事業者氏名等変更届出
書により行わなければならない。

２ 条例第十七条の十二第二項の規定による計画書の提出は、条例第十七条の十四の規定による届出が行われ
る日までの変更について、別記第二号様式の二十二による地域エネルギー供給計画書変更提出書に、当該変更
しようとする事項について記載した地域エネルギー供給計画書を添付して行わなければならない。しようとする事項について記載した地域エネルギ 供給計画書を添付して行わなければならない。

（特定開発事業者による地域エネルギー供給計画書の公表）
第八条の十一 条例第十七条の十三第一項の規定による公表の内容は、条例第十七条の十一第一項各号に掲げ
る事項とする。

２ 条例第十七条の十三第一項の規定による公表は、地域エネルギー供給計画書に基づくエネルギーの供給を行
う建築物のうち最初に新築等をしようとする建築物に係る建築確認申請等の日の少なくとも三十日前から当該地
域エネルギー供給計画書に基づくエネルギーの供給に係る地域エネルギー供給実績報告書が最初に知事に提
出される日までの間、行わなければならない。
３ 条例第十七条の十三第 項の規定による公表は インタ ネ トの利用による公表 環境報告書 の掲載 特

しようとする事項について記載した地域エネルギ 供給計画書を添付して行わなければならない。

（特定開発事業者による地域エネルギー供給計画書の公表）
第八条の十一 条例第十七条の十三第一項の規定による公表の内容は、条例第十七条の十一第一項各号に掲げ
る事項とする。

２ 条例第十七条の十三第一項の規定による公表は、地域エネルギー供給計画書に基づくエネルギーの供給を行
う建築物のうち最初に新築等をしようとする建築物に係る建築確認申請等の日の少なくとも三十日前から当該地
域エネルギー供給計画書に基づくエネルギーの供給に係る地域エネルギー供給実績報告書が最初に知事に提
出される日までの間、行わなければならない。
３ 条例第十七条の十三第 項の規定による公表は インタ ネ トの利用による公表 環境報告書 の掲載 特３ 条例第十七条の十三第一項の規定による公表は、インターネットの利用による公表、環境報告書への掲載、特
定開発事業者の事業所における備え置き又は掲示その他の容易に閲覧できる場所、時間等を配慮した方法によ
り行うものとする。

３ 条例第十七条の十三第一項の規定による公表は、インターネットの利用による公表、環境報告書への掲載、特
定開発事業者の事業所における備え置き又は掲示その他の容易に閲覧できる場所、時間等を配慮した方法によ
り行うものとする。
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（知事による地域エネルギー供給計画書の公表）
第八条の十二 条例第十七条の十三第二項の規定による公表の内容は、条例第十七条の十一第一項各号に掲げ
る事項とする。

２ 条例第十七条の十三第二項の規定による公表は、次に掲げる方法により行うものとする。
一 知事が別に定める日及び時間における環境局での閲覧
二 インターネットの利用による公表

（知事による地域エネルギー供給計画書の公表）
第八条の十二 条例第十七条の十三第二項の規定による公表の内容は、条例第十七条の十一第一項各号に掲げ
る事項とする。

２ 条例第十七条の十三第二項の規定による公表は、次に掲げる方法により行うものとする。
一 知事が別に定める日及び時間における環境局での閲覧
二 インターネットの利用による公表

（エネルギー供給の開始の届出）
第八条の十三 条例第十七条の十四の規定による届出は、別記第二号様式の二十三によるエネルギー供給開始
届に、エネルギー供給の方法の概要を示す書類を添付して行わなければならない。

２ 条例第十七条の十四に規定する規則で定める日は、エネルギーの供給を開始した日の翌日から起算して十五
日を経過した日とする。

（地域エネルギー供給実績報告書の提出）
第八条の十四 条例第十七条の十五の規定による地域エネルギー供給実績報告書の提出は、前年度のエネル

（エネルギー供給の開始の届出）
第八条の十三 条例第十七条の十四の規定による届出は、別記第二号様式の二十三によるエネルギー供給開始
届に、エネルギー供給の方法の概要を示す書類を添付して行わなければならない。

２ 条例第十七条の十四に規定する規則で定める日は、エネルギーの供給を開始した日の翌日から起算して十五
日を経過した日とする。

（地域エネルギー供給実績報告書の提出）
第八条の十四 条例第十七条の十五の規定による地域エネルギー供給実績報告書の提出は、前年度のエネル
ギー供給の実績について、毎年度六月末日までに、別記第二号様式の二十四による地域エネルギー供給実績
報告書提出書に、エネルギー有効利用指針に基づき作成した地域エネルギー供給実績報告書を添付して行わ
なければならない。この場合において、第八条の九第三項第六号中「地域エネルギー供給計画書」とあるのは
「地域エネルギー供給実績報告書」と読み替えて、同項の規定を適用する（第八条の十五及び第八条の十六に
おいて同じ。）。

（地域エネルギー供給事業者による地域エネルギー供給実績報告書の公表）
第八条の十五 条例第十七条の十六第一項の規定による公表の内容は、条例第十七条の十一第一項各号に掲げ
る事項とする

ギー供給の実績について、毎年度六月末日までに、別記第二号様式の二十四による地域エネルギー供給実績
報告書提出書に、エネルギー有効利用指針に基づき作成した地域エネルギー供給実績報告書を添付して行わ
なければならない。この場合において、第八条の九第三項第六号中「地域エネルギー供給計画書」とあるのは
「地域エネルギー供給実績報告書」と読み替えて、同項の規定を適用する（第八条の十五及び第八条の十六に
おいて同じ。）。

（地域エネルギー供給事業者による地域エネルギー供給実績報告書の公表）
第八条の十五 条例第十七条の十六第一項の規定による公表の内容は、条例第十七条の十一第一項各号に掲げ
る事項とするる事項とする。

２ 条例第十七条の十六第一項の規定による公表は、前条の規定により地域エネルギー供給実績報告書を提出
した日から翌年度の六月末日までの間、行わなければならない。
３ 条例第十七条の十六第一項の規定による公表は、インターネットの利用による公表、環境報告書への掲載、地
域エネルギー供給事業者の事業所における備え置き又は掲示その他の容易に閲覧できる場所、時間等を配慮
した方法により行うものとする。

（知事による地域エネルギー供給実績報告書の公表）
第八条の十六 条例第十七条の十六第二項の規定による公表の内容は、条例第十七条の十一第一項各号に掲げ

る事項とする。
２ 条例第十七条の十六第一項の規定による公表は、前条の規定により地域エネルギー供給実績報告書を提出
した日から翌年度の六月末日までの間、行わなければならない。
３ 条例第十七条の十六第一項の規定による公表は、インターネットの利用による公表、環境報告書への掲載、地
域エネルギー供給事業者の事業所における備え置き又は掲示その他の容易に閲覧できる場所、時間等を配慮
した方法により行うものとする。

（知事による地域エネルギー供給実績報告書の公表）
第八条の十六 条例第十七条の十六第二項の規定による公表の内容は、条例第十七条の十一第一項各号に掲げ
る事項とする。

２ 条例第十七条の十六第二項の規定による公表は、次に掲げる方法により行うものとする。
一 知事が別に定める日及び時間における環境局での閲覧
二 インターネットの利用による公表

（地域冷暖房区域の指定）
第八条の十七 条例第十七条の十八第一項の規定による申請は、別記第二号様式の二十五による地域冷暖房区
域指定申請書に、エネルギー供給を行う区域を示す図面及び同項に規定する規則で定める基準への適合状況
を示す書類を添付して行わなければならない。

る事項とする。
２ 条例第十七条の十六第二項の規定による公表は、次に掲げる方法により行うものとする。
一 知事が別に定める日及び時間における環境局での閲覧
二 インターネットの利用による公表

（地域冷暖房区域の指定）
第八条の十七 条例第十七条の十八第一項の規定による申請は、別記第二号様式の二十五による地域冷暖房区
域指定申請書に、エネルギー供給を行う区域を示す図面及び同項に規定する規則で定める基準への適合状況
を示す書類を添付して行わなければならない。を示す書類を添付して行わなければならない。

２ 条例第十七条の十八第一項に規定する規則で定める熱の量は、一時間当たりの最大値が二十一ギガジュール
とする。
３ 条例第十七条の十八第一項に規定する規則で定める基準は、次の各号に掲げる基準の区分に応じ、当該各号
に定めるとおりとする。
一 供給する熱のエネルギー効率の値の基準 供給しようとする熱のエネルギーの効率の値（既にエネルギー供
給の実績がある場合にあっては、連続する三箇年度（年度の途中からエネルギーの供給が開始された場合に
あっては、当該年度を除く三箇年度）に供給された熱のエネルギー効率の値を含む。）が、別表第一の四 一の
部の上欄に掲げる供給するエネルギーの熱媒体の区分に応じ当該下欄に定める値以上であること。
二 条例第十七条の十 第 項第六号の規則で定める事項のうち 第八条の九第三項第三号の量に係る基準

を示す書類を添付して行わなければならない。
２ 条例第十七条の十八第一項に規定する規則で定める熱の量は、一時間当たりの最大値が二十一ギガジュール
とする。
３ 条例第十七条の十八第一項に規定する規則で定める基準は、次の各号に掲げる基準の区分に応じ、当該各号
に定めるとおりとする。
一 供給する熱のエネルギー効率の値の基準 供給しようとする熱のエネルギーの効率の値（既にエネルギー供
給の実績がある場合にあっては、連続する三箇年度（年度の途中からエネルギーの供給が開始された場合に
あっては、当該年度を除く三箇年度）に供給された熱のエネルギー効率の値を含む。）が、別表第一の四 一の
部の上欄に掲げる供給するエネルギーの熱媒体の区分に応じ当該下欄に定める値以上であること。
二 条例第十七条の十 第 項第六号の規則で定める事項のうち 第八条の九第三項第三号の量に係る基準二 条例第十七条の十一第一項第六号の規則で定める事項のうち、第八条の九第三項第三号の量に係る基準
エネルギーの供給に伴い排出口から大気中への排出が見込まれる別記第一の四 二の部の上欄に掲げる窒素
酸化物の量（既にエネルギー供給の実績がある場合にあっては、連続する二箇年度（年度の途中からエネル
ギーの供給が開始された場合にあっては、当該年度を除く二箇年度）におけるエネルギーの供給に伴い排出口
から大気中に排出された窒素酸化物の量を含む。）が、同部の下欄に定める量以下であること。

二 条例第十七条の十一第一項第六号の規則で定める事項のうち、第八条の九第三項第三号の量に係る基準
エネルギーの供給に伴い排出口から大気中への排出が見込まれる別記第一の四 二の部の上欄に掲げる窒素
酸化物の量（既にエネルギー供給の実績がある場合にあっては、連続する二箇年度（年度の途中からエネル
ギーの供給が開始された場合にあっては、当該年度を除く二箇年度）におけるエネルギーの供給に伴い排出口
から大気中に排出された窒素酸化物の量を含む。）が、同部の下欄に定める量以下であること。
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（地域冷暖房区域指定に係る説明等）
第八条の十八 条例第十七条の十八第三項第一号に規定する規則で定める規模は、新築等を行う建築物（増築の
場合にあっては、増築部分に限る。）について、第八条の三第二項第一号の用途に供する部分の延べ面積が二
万平方メートルであること又は同項第二号から第八号までの用途に供する部分の延べ面積の合計が一万平方
メートルであることとする。

２ 条例第十七条の十八第三項第二号に規定する規則で定める規模は、第八条の三第二項第一号の用途に供す
る部分の延べ面積が二万平方メ トルであること又は同項第二号から第八号までの用途に供する部分の延べ面

（地域冷暖房区域指定に係る説明等）
第八条の十八 条例第十七条の十八第三項第一号に規定する規則で定める規模は、新築等を行う建築物（増築の
場合にあっては、増築部分に限る。）について、第八条の三第二項第一号の用途に供する部分の延べ面積が二
万平方メートルであること又は同項第二号から第八号までの用途に供する部分の延べ面積の合計が一万平方
メートルであることとする。

２ 条例第十七条の十八第三項第二号に規定する規則で定める規模は、第八条の三第二項第一号の用途に供す
る部分の延べ面積が二万平方メ トルであること又は同項第二号から第八号までの用途に供する部分の延べ面る部分の延べ面積が二万平方メートルであること又は同項第二号から第八号までの用途に供する部分の延べ面
積の合計が一万平方メートルであることとする。
３ 条例第十七条の十八第四項に規定する規則で定める期限は、知事が同条第三項の説明を行った日の翌日か
ら起算して十五日を経過した日とする。

（地域冷暖房区域の公示）
第八条の十九 条例第十七条の十八第六項の規定による公示の内容は、次に掲げる事項とする。
一 地域冷暖房区域の名称
二 地域冷暖房区域の所在地及び区域図

る部分の延べ面積が二万平方メートルであること又は同項第二号から第八号までの用途に供する部分の延べ面
積の合計が一万平方メートルであることとする。
３ 条例第十七条の十八第四項に規定する規則で定める期限は、知事が同条第三項の説明を行った日の翌日か
ら起算して十五日を経過した日とする。

（地域冷暖房区域の公示）
第八条の十九 条例第十七条の十八第六項の規定による公示の内容は、次に掲げる事項とする。
一 地域冷暖房区域の名称
二 地域冷暖房区域の所在地及び区域図

（地域冷暖房区域の変更）
第八条の二十 条例第十七条の十九第一項の規定による申請は、別記第二号様式の二十六による地域冷暖房区
域変更申請書に、変更しようとする地域冷暖房区域を示す図面及び条例第十七条の十八第一項に規定する規
則で定める基準への適合状況を示す書類を添付して行わなければならない。

（地域冷暖房区域の指定の取消し）
第八条の二十一 条例第十七条の二十第一項第一号及び第二号に規定する規則で定める期間は、連続する三箇
年度（年度の途中からエネルギーの供給が開始された場合にあっては 当該年度を除く三箇年度）とする

（地域冷暖房区域の変更）
第八条の二十 条例第十七条の十九第一項の規定による申請は、別記第二号様式の二十六による地域冷暖房区
域変更申請書に、変更しようとする地域冷暖房区域を示す図面及び条例第十七条の十八第一項に規定する規
則で定める基準への適合状況を示す書類を添付して行わなければならない。

（地域冷暖房区域の指定の取消し）
第八条の二十一 条例第十七条の二十第一項第一号及び第二号に規定する規則で定める期間は、連続する三箇
年度（年度の途中からエネルギーの供給が開始された場合にあっては 当該年度を除く三箇年度）とする年度（年度の途中からエネルギ の供給が開始された場合にあっては、当該年度を除く三箇年度）とする。

２ 条例第十七条の二十第一項第一号に規定する規則で定める基準は、別表第一の四 一の部の上欄に掲げる
供給するエネルギーの熱媒体の区分に応じ当該下欄に定める値とする。
３ 条例第十七条の二十第一項第四号に規定する規則で定める期間は、地域冷暖房区域の指定の公示の日の属
する年度を除く連続する五箇年度とする。
４ 条例第十七条の二十第一項第五号の規定により基準を満たさなくなるときは、連続する三箇年度（年度の途中
からエネルギーの供給が開始された場合にあっては、当該年度を除く三箇年度）において、別表第一の四 二の
部の上欄に掲げる窒素酸化物の量が当該下欄に掲げる量を超え、かつ、改善の見込みがないときとする。

年度（年度の途中からエネルギ の供給が開始された場合にあっては、当該年度を除く三箇年度）とする。
２ 条例第十七条の二十第一項第一号に規定する規則で定める基準は、別表第一の四 一の部の上欄に掲げる
供給するエネルギーの熱媒体の区分に応じ当該下欄に定める値とする。
３ 条例第十七条の二十第一項第四号に規定する規則で定める期間は、地域冷暖房区域の指定の公示の日の属
する年度を除く連続する五箇年度とする。
４ 条例第十七条の二十第一項第五号の規定により基準を満たさなくなるときは、連続する三箇年度（年度の途中
からエネルギーの供給が開始された場合にあっては、当該年度を除く三箇年度）において、別表第一の四 二の
部の上欄に掲げる窒素酸化物の量が当該下欄に掲げる量を超え、かつ、改善の見込みがないときとする。

（熱供給の受入検討義務）
第八条の二十二 条例第十七条の二十一第一項に規定する新築等をしようとする建築物の規則で定める規模は、
第八条の十八第一項に規定する規模とする。

２ 条例第十七条の二十一第一項に規定する規則で定める熱源機器の更新をしようとする建築物の規則で定める
規模は、第八条の十八第二項に規定する規模とする。
３ 条例第十七条の二十一第一項に規定する規則で定める熱源機器の更新は、建築物の延べ面積の過半に熱
の供給を行う熱源機器の冷熱又は温熱の供給能力（当該熱源機器が複数ある場合にあっては、その合計）の過
半に相当する更新とする。
４ 条例第十七条の二十一第二項の規定による届出は、次の各号に掲げる熱供給の受入検討建築主等の区分に

（熱供給の受入検討義務）
第八条の二十二 条例第十七条の二十一第一項に規定する新築等をしようとする建築物の規則で定める規模は、
第八条の十八第一項に規定する規模とする。

２ 条例第十七条の二十一第一項に規定する規則で定める熱源機器の更新をしようとする建築物の規則で定める
規模は、第八条の十八第二項に規定する規模とする。
３ 条例第十七条の二十一第一項に規定する規則で定める熱源機器の更新は、建築物の延べ面積の過半に熱
の供給を行う熱源機器の冷熱又は温熱の供給能力（当該熱源機器が複数ある場合にあっては、その合計）の過
半に相当する更新とする。
４ 条例第十七条の二十一第二項の規定による届出は、次の各号に掲げる熱供給の受入検討建築主等の区分に４ 条例第十七条の二十 第二項の規定による届出は、次の各号に掲げる熱供給の受入検討建築主等の区分に
応じ、当該各号に定める日までに、別記第二号様式の二十七による熱供給受入検討結果届出書に、エネルギー
有効利用指針に基づき作成する地域エネルギー供給事業者との協議内容、供給する熱の受入に関する検討状
況その他必要な事項を示す書類を添付して行わなければならない。
一 条例第十七条の二十一第一項に規定する規則で定める規模を超える建築物の新築等をしようとする者 当該
建築物について建築物環境計画書を提出する日
二 条例第十七条の二十一第一項に規定する規則で定める規模を超える建築物に設置されている規則で定める
熱源機器の更新をしようとする当該建築物の所有者又は管理者 当該熱源機器の更新に着手する日の六十日
前

５ 前項の規定にかかわらず 同項第 号に規定する者が同号に規定する建築物において地域 ネルギ 供給

４ 条例第十七条の二十 第二項の規定による届出は、次の各号に掲げる熱供給の受入検討建築主等の区分に
応じ、当該各号に定める日までに、別記第二号様式の二十七による熱供給受入検討結果届出書に、エネルギー
有効利用指針に基づき作成する地域エネルギー供給事業者との協議内容、供給する熱の受入に関する検討状
況その他必要な事項を示す書類を添付して行わなければならない。
一 条例第十七条の二十一第一項に規定する規則で定める規模を超える建築物の新築等をしようとする者 当該
建築物について建築物環境計画書を提出する日
二 条例第十七条の二十一第一項に規定する規則で定める規模を超える建築物に設置されている規則で定める
熱源機器の更新をしようとする当該建築物の所有者又は管理者 当該熱源機器の更新に着手する日の六十日
前

５ 前項の規定にかかわらず 同項第 号に規定する者が同号に規定する建築物において地域 ネルギ 供給５ 前項の規定にかかわらず、同項第一号に規定する者が同号に規定する建築物において地域エネルギー供給
事業者の供給する熱を受け入れるときは、当該建築物に係る建築物環境計画書の提出をもって同項の届出に代
えることができる。

５ 前項の規定にかかわらず、同項第一号に規定する者が同号に規定する建築物において地域エネルギー供給
事業者の供給する熱を受け入れるときは、当該建築物に係る建築物環境計画書の提出をもって同項の届出に代
えることができる。

２９
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３ 東京都エネルギー有効利用指針

東京都エネルギー有効利用指針
第１ 目的
この指針は、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成12年東京都条例第215号。以下「条例」とい
う。）第17条の３第１項の規定により、特定開発事業者、地域エネルギー供給事業者、地域エネルギー供給事業
者の供給対象となる者、特定開発区域等におけるエネルギーの有効利用にかかわるその他事業者が、特定開
発事業によって生じる環境への負荷の低減を図るために行う、エネルギー有効利用計画書の作成、地域エネル
ギー供給計画書の作成、地域冷暖房区域の指定その他のエネルギーの有効利用に関する事項について定める
ことを目的とする。

東京都エネルギー有効利用指針
第１ 目的
この指針は、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成12年東京都条例第215号。以下「条例」とい
う。）第17条の３第１項の規定により、特定開発事業者、地域エネルギー供給事業者、地域エネルギー供給事業
者の供給対象となる者、特定開発区域等におけるエネルギーの有効利用にかかわるその他事業者が、特定開
発事業によって生じる環境への負荷の低減を図るために行う、エネルギー有効利用計画書の作成、地域エネル
ギー供給計画書の作成、地域冷暖房区域の指定その他のエネルギーの有効利用に関する事項について定める
ことを目的とする。

第２ 用語の定義
この指針において使用する用語は、特段の定めがある場合を除き、条例及び都民の健康と安全を確保する環
境に関する条例施行規則（平成13年東京都規則第34号。以下「規則」という。）において使用する用語の例による。

第３ 特定開発事業におけるエネルギーの有効利用
１ 省エネルギー性能目標値の設定等
(1) 省エネルギー性能目標値の設定方法
条例第17条の４の規定による、エネルギーの使用の合理化に関する性能（以下「省エネルギー性能」という。）
の目標値（以下「省エネルギー性能目標値」という ）の設定方法は 別表第１のとおりとする

第２ 用語の定義
この指針において使用する用語は、特段の定めがある場合を除き、条例及び都民の健康と安全を確保する環
境に関する条例施行規則（平成13年東京都規則第34号。以下「規則」という。）において使用する用語の例による。

第３ 特定開発事業におけるエネルギーの有効利用
１ 省エネルギー性能目標値の設定等
(1) 省エネルギー性能目標値の設定方法
条例第17条の４の規定による、エネルギーの使用の合理化に関する性能（以下「省エネルギー性能」という。）
の目標値（以下「省エネルギー性能目標値」という ）の設定方法は 別表第１のとおりとするの目標値（以下「省エネルギ 性能目標値」という。）の設定方法は、別表第１のとおりとする。

(2) 省エネルギー性能目標値の達成状況の検証方法
(1)で設定した省エネルギー性能目標値の達成状況の検証方法は、別表第２に基づき、あらかじめ特別大規
模特定建築物のエネルギー使用量を予測するとともに、工事完了後、当該エネルギーの使用量の状況を把握
することとする。さらに、当該把握したエネルギー使用状況の結果に応じて、設備機器の運転及び制御方法の
調整を行うこととする。

２ 利用可能エネルギーを利用するための設備の導入の検討
条例第17条の５の規定による、再生可能エネルギーその他有効利用を図ることが可能なエネルギーとして規則

ギ ギ

の目標値（以下「省エネルギ 性能目標値」という。）の設定方法は、別表第１のとおりとする。
(2) 省エネルギー性能目標値の達成状況の検証方法

(1)で設定した省エネルギー性能目標値の達成状況の検証方法は、別表第２に基づき、あらかじめ特別大規
模特定建築物のエネルギー使用量を予測するとともに、工事完了後、当該エネルギーの使用量の状況を把握
することとする。さらに、当該把握したエネルギー使用状況の結果に応じて、設備機器の運転及び制御方法の
調整を行うこととする。

２ 利用可能エネルギーを利用するための設備の導入の検討
条例第17条の５の規定による、再生可能エネルギーその他有効利用を図ることが可能なエネルギーとして規則

ギ ギ第８条の４に定めるエネルギー（以下「利用可能エネルギー」という。）を利用するための設備の導入についての
検討方法は、次のとおりとする。
(1) 太陽光以外の利用可能エネルギーを利用するための設備の導入
ア 基本条件の検討
規則第８条の４の表の上欄に掲げる範囲の区分ごとに、当該下欄に定める利用可能エネルギーの存在を把
握した上で、次に掲げる基本的な要件に該当するか否かを確認する検討を行うこと。
(ｱ) 十分な利用可能エネルギーの量の存在が推定されるものとして、別表第３の左欄に掲げる利用可能エネ
ルギーの区分に応じ、当該右欄に定める条件を満たすものがあること。

(ｲ) 利用可能エネルギーを利用するために必要となる導管の敷設ルート上において、河川、鉄道、地下構造物

第８条の４に定めるエネルギー（以下「利用可能エネルギー」という。）を利用するための設備の導入についての
検討方法は、次のとおりとする。
(1) 太陽光以外の利用可能エネルギーを利用するための設備の導入
ア 基本条件の検討
規則第８条の４の表の上欄に掲げる範囲の区分ごとに、当該下欄に定める利用可能エネルギーの存在を把
握した上で、次に掲げる基本的な要件に該当するか否かを確認する検討を行うこと。
(ｱ) 十分な利用可能エネルギーの量の存在が推定されるものとして、別表第３の左欄に掲げる利用可能エネ
ルギーの区分に応じ、当該右欄に定める条件を満たすものがあること。

(ｲ) 利用可能エネルギーを利用するために必要となる導管の敷設ルート上において、河川、鉄道、地下構造物(ｲ) 利用可能エネルギ を利用するために必要となる導管の敷設ル ト上において、河川、鉄道、地下構造物
（地下式構造の鉄道、地下道、地下駐車場等）、地下埋設物（上下水道及び都市ガス配管の幹線等）等の地
域的な制約条件がないこと。

(ｳ) 河川水又は海水にあっては、取水設備及び放水設備の設置可能箇所、取水管及び放水管の経路等
イ 詳細検討
アに掲げる基本的な要件に該当するときは、利用可能エネルギーが生じる事業活動を行う事業者等に協力を
求めること等により、次に掲げる事項について把握するとともに、利用可能エネルギーを利用するための設備
の導入について検討すること。
(ｱ) 利用可能エネルギーの利用可能量
(ｲ) 利用可能 ネルギ を利用するための設備の導入の可能性として 当該設備改修予定の有無 当該設備

(ｲ) 利用可能エネルギ を利用するために必要となる導管の敷設ル ト上において、河川、鉄道、地下構造物
（地下式構造の鉄道、地下道、地下駐車場等）、地下埋設物（上下水道及び都市ガス配管の幹線等）等の地
域的な制約条件がないこと。

(ｳ) 河川水又は海水にあっては、取水設備及び放水設備の設置可能箇所、取水管及び放水管の経路等
イ 詳細検討
アに掲げる基本的な要件に該当するときは、利用可能エネルギーが生じる事業活動を行う事業者等に協力を
求めること等により、次に掲げる事項について把握するとともに、利用可能エネルギーを利用するための設備
の導入について検討すること。
(ｱ) 利用可能エネルギーの利用可能量
(ｲ) 利用可能 ネルギ を利用するための設備の導入の可能性として 当該設備改修予定の有無 当該設備(ｲ) 利用可能エネルギーを利用するための設備の導入の可能性として、当該設備改修予定の有無、当該設備
改修と特定開発事業における工事工程との整合性等

(2) 太陽光を利用するための設備の導入
日照時間が十分確保できる太陽光を利用する設備の設置箇所があるか否かを確認する検討を行うこと。

(ｲ) 利用可能エネルギーを利用するための設備の導入の可能性として、当該設備改修予定の有無、当該設備
改修と特定開発事業における工事工程との整合性等

(2) 太陽光を利用するための設備の導入
日照時間が十分確保できる太陽光を利用する設備の設置箇所があるか否かを確認する検討を行うこと。
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３ 地域冷暖房の導入検討等
(1)  地域冷暖房の導入検討
条例第17条の６の規定による地域冷暖房の導入の検討方法は、次のとおりとする。
ア 特定開発事業において新築等を行う建築物の用途等の特性、熱需要予測、地域冷暖房の周辺への拡張
性、利用可能エネルギーの有無等の基本条件について調査を行うこと。なお、熱需要予測については、熱需
要に関する公表されている文献データ及び実態を踏まえ適切な原単位を用いて行うものとし、当該原単位に
ついては、別表第４の各項に掲げる添付書類に明示するものとする。

３ 地域冷暖房の導入検討等
(1)  地域冷暖房の導入検討
条例第17条の６の規定による地域冷暖房の導入の検討方法は、次のとおりとする。
ア 特定開発事業において新築等を行う建築物の用途等の特性、熱需要予測、地域冷暖房の周辺への拡張
性、利用可能エネルギーの有無等の基本条件について調査を行うこと。なお、熱需要予測については、熱需
要に関する公表されている文献データ及び実態を踏まえ適切な原単位を用いて行うものとし、当該原単位に
ついては、別表第４の各項に掲げる添付書類に明示するものとする。、 表第 各項 掲 添 類 明 す す 。
イ 特定開発事業における地域冷暖房の導入への適性として、アの調査結果を踏まえ、次に掲げる事項への
該当を検討すること。

(ｱ) 特定開発事業において新築等を行う建築物が１棟である場合にあっては、特定開発区域の周辺の地域
の建築物又は特定開発区域等の既存の建築物への熱供給の可能性があること。

(ｲ)  特定開発区域等において、冷房又は暖房及び給湯の用に供される熱の量のいずれかの１時間当たりの最
大値が21ギガジュール以上となるものと予測されること。

(ｳ)  特定開発事業において新築等を行う建築物について、住宅、駐車場、倉庫、工場等以外の熱需要の大きい
用途に供されている部分が大部分であること。

(ｴ) 外気条件の季節変動又は特定開発区域等における建築物の用途若しくは時間による熱負荷の変動（以下

、 表第 各項 掲 添 類 明 す す 。
イ 特定開発事業における地域冷暖房の導入への適性として、アの調査結果を踏まえ、次に掲げる事項への
該当を検討すること。

(ｱ) 特定開発事業において新築等を行う建築物が１棟である場合にあっては、特定開発区域の周辺の地域
の建築物又は特定開発区域等の既存の建築物への熱供給の可能性があること。

(ｲ)  特定開発区域等において、冷房又は暖房及び給湯の用に供される熱の量のいずれかの１時間当たりの最
大値が21ギガジュール以上となるものと予測されること。

(ｳ)  特定開発事業において新築等を行う建築物について、住宅、駐車場、倉庫、工場等以外の熱需要の大きい
用途に供されている部分が大部分であること。

(ｴ) 外気条件の季節変動又は特定開発区域等における建築物の用途若しくは時間による熱負荷の変動（以下(ｴ)  外気条件の季節変動又は特定開発区域等における建築物の用途若しくは時間による熱負荷の変動（以下
「熱負荷特性」という。）から判断して、地域冷暖房の導入により熱負荷の平準化を図ることが可能なこと。
ウ イに掲げる要件に該当するときは、次に揚げる事項への該当を検討すること。
(ｱ)  熱供給の対象となる建築物に熱媒体を搬送するための導管を敷設するルートが確保できること。
(ｲ) 他の地域エネルギー供給事業者及び特定開発事業の実施前に既に特定開発区域においてエネルギー供
給を行っている地域エネルギー供給事業者（以下「既存地域エネルギー供給事業者」という。）が存在しない
場合にあっては、特定開発事業において新築等を行う建築物について、熱供給プラント（熱源機器、ポンプ、
冷却塔、蓄熱槽等をいう。以下同じ。）を設置するスペースがあること。

(ｳ) 他の地域エネルギー供給事業者又は既存地域エネルギー供給事業者が存在する場合で、自ら熱供給プ

(ｴ)  外気条件の季節変動又は特定開発区域等における建築物の用途若しくは時間による熱負荷の変動（以下
「熱負荷特性」という。）から判断して、地域冷暖房の導入により熱負荷の平準化を図ることが可能なこと。
ウ イに掲げる要件に該当するときは、次に揚げる事項への該当を検討すること。
(ｱ)  熱供給の対象となる建築物に熱媒体を搬送するための導管を敷設するルートが確保できること。
(ｲ) 他の地域エネルギー供給事業者及び特定開発事業の実施前に既に特定開発区域においてエネルギー供
給を行っている地域エネルギー供給事業者（以下「既存地域エネルギー供給事業者」という。）が存在しない
場合にあっては、特定開発事業において新築等を行う建築物について、熱供給プラント（熱源機器、ポンプ、
冷却塔、蓄熱槽等をいう。以下同じ。）を設置するスペースがあること。

(ｳ) 他の地域エネルギー供給事業者又は既存地域エネルギー供給事業者が存在する場合で、自ら熱供給プ
ラントを設置しないときにあっては、当該他の地域エネルギー供給事業者又は当該既存地域エネルギー供給
事業者が設置する熱供給プラントから供給される熱を、特定開発区域の建築物へ供給する熱として利用する
こと。

(2) 他の地域エネルギー供給事業者との供給する熱の相互利用
条例第17条の11第４項の規定による供給する熱の相互利用の検討方法は、次のとおりとする。
ア 次の可能性について検討すること。
(ｱ) 相互利用のための導管の敷設ルートの確保の可能性
(ｲ) 熱の相互利用の可能性
イ アの可能性がある場合にあっては 次の事項について検討すること

ラントを設置しないときにあっては、当該他の地域エネルギー供給事業者又は当該既存地域エネルギー供給
事業者が設置する熱供給プラントから供給される熱を、特定開発区域の建築物へ供給する熱として利用する
こと。

(2) 他の地域エネルギー供給事業者との供給する熱の相互利用
条例第17条の11第４項の規定による供給する熱の相互利用の検討方法は、次のとおりとする。
ア 次の可能性について検討すること。
(ｱ) 相互利用のための導管の敷設ルートの確保の可能性
(ｲ) 熱の相互利用の可能性
イ アの可能性がある場合にあっては 次の事項について検討することイ アの可能性がある場合にあっては、次の事項について検討すること。
(ｱ) 熱供給の供給条件（熱媒体の種類、温度、圧力）の整合
(ｲ) 相互利用した場合の供給する熱のエネルギー効率及び評価の予測
(ｳ) 導管の接続工事の工程等の整合

４ エネルギー有効利用計画書の作成
条例第17条の７の規定によるエネルギー有効利用計画書の作成方法は、次のとおりとする。

(1) エネルギー有効利用計画書の様式は、別記第１号様式のとおりとする。
(2) 条例第17条の７第４号の省エネルギー性能目標値については、１(1)により設定した目標値を記載するものと
する

イ アの可能性がある場合にあっては、次の事項について検討すること。
(ｱ) 熱供給の供給条件（熱媒体の種類、温度、圧力）の整合
(ｲ) 相互利用した場合の供給する熱のエネルギー効率及び評価の予測
(ｳ) 導管の接続工事の工程等の整合

４ エネルギー有効利用計画書の作成
条例第17条の７の規定によるエネルギー有効利用計画書の作成方法は、次のとおりとする。

(1) エネルギー有効利用計画書の様式は、別記第１号様式のとおりとする。
(2) 条例第17条の７第４号の省エネルギー性能目標値については、１(1)により設定した目標値を記載するものと
するする。

(3) 条例第17条の７第５号に規定する省エネルギー性能目標値の達成状況の検証方法は、１(2)により実施しよ
うとする当該検証方法について記載するものとする。

(4) 条例第17条の７第６号の利用可能エネルギーを利用するための設備の導入の検討内容及び検討結果につ
いては、２の方法により検討した内容及びその結果について記載するものとする。この場合において、当該設
備の導入が困難な場合には、その理由を記載するものとする。また、利用可能エネルギー以外の再生可能エ
ネルギーその他有効利用を図ることが可能なエネルギーを利用する設備を導入する場合には、当該設備の種
類を記載するものとする。

(5) 条例第17条の７第７号の地域冷暖房の導入の検討内容及び検討結果については、３(1)の方法により検討し

する。
(3) 条例第17条の７第５号に規定する省エネルギー性能目標値の達成状況の検証方法は、１(2)により実施しよ
うとする当該検証方法について記載するものとする。

(4) 条例第17条の７第６号の利用可能エネルギーを利用するための設備の導入の検討内容及び検討結果につ
いては、２の方法により検討した内容及びその結果について記載するものとする。この場合において、当該設
備の導入が困難な場合には、その理由を記載するものとする。また、利用可能エネルギー以外の再生可能エ
ネルギーその他有効利用を図ることが可能なエネルギーを利用する設備を導入する場合には、当該設備の種
類を記載するものとする。

(5) 条例第17条の７第７号の地域冷暖房の導入の検討内容及び検討結果については、３(1)の方法により検討し(5) 条例第17条の７第７号の地域冷暖房の導入の検討内容及び検討結果については、３(1)の方法により検討し
た内容及びその結果について記載するものとする。この場合において、地域冷暖房の導入をしないときは、そ
の理由を記載するとともに、規則第８条の５第３項の規定により、導入する熱源機器の概要を記載するものとす
る。
(6) エネルギー有効利用計画書を知事に提出するときは、別表第４１の項の添付書類の欄に掲げる書類を添
付するものとする。

(5) 条例第17条の７第７号の地域冷暖房の導入の検討内容及び検討結果については、３(1)の方法により検討し
た内容及びその結果について記載するものとする。この場合において、地域冷暖房の導入をしないときは、そ
の理由を記載するとともに、規則第８条の５第３項の規定により、導入する熱源機器の概要を記載するものとす
る。
(6) エネルギー有効利用計画書を知事に提出するときは、別表第４１の項の添付書類の欄に掲げる書類を添
付するものとする。
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第４ 地域エネルギー供給におけるエネルギーの有効利用
１ 地域エネルギー供給事業者のエネルギーの有効利用に係る措置
条例第17条の10の規定による、特定開発区域等における建築物へのエネルギーの供給に関して講じるエネル
ギーの有効利用について必要な措置は、次のとおりとする。
(1) 設備機器の運転制御、利用可能エネルギーの利用及び熱の相互利用に係る措置
地域エネルギ 供給事業者は エネルギ の供給を行う対象となる建築物（以下「エネルギ 供給対象建築

第４ 地域エネルギー供給におけるエネルギーの有効利用
１ 地域エネルギー供給事業者のエネルギーの有効利用に係る措置
条例第17条の10の規定による、特定開発区域等における建築物へのエネルギーの供給に関して講じるエネル
ギーの有効利用について必要な措置は、次のとおりとする。
(1) 設備機器の運転制御、利用可能エネルギーの利用及び熱の相互利用に係る措置
地域エネルギ 供給事業者は エネルギ の供給を行う対象となる建築物（以下「エネルギ 供給対象建築地域エネルギー供給事業者は、エネルギーの供給を行う対象となる建築物（以下「エネルギー供給対象建築
物」という。）の熱負荷特性に応じた設備機器の容量の最適化、台数制御運転等を行うことによりエネルギーの
使用の合理化を図るとともに、利用可能エネルギーの利用及び他の地域エネルギー供給者との熱の相互利用
を最大限に行い、エネルギーの有効利用を図るものとする。

(2)  保守管理及び設備更新等に係る措置
地域エネルギー供給事業者は、設備機器のエネルギー使用状況・効率を把握し、設備機器の適切な保守管
理を行うとともに、改修及び設備更新を計画的に実施し、常にエネルギー効率の向上を図るものとする。

(3)  熱電併給設備に係る措置
地域エネルギー供給事業者は、熱電併給設備により熱と併せて電気を発生させ、当該熱電併給設備が設置

地域エネルギー供給事業者は、エネルギーの供給を行う対象となる建築物（以下「エネルギー供給対象建築
物」という。）の熱負荷特性に応じた設備機器の容量の最適化、台数制御運転等を行うことによりエネルギーの
使用の合理化を図るとともに、利用可能エネルギーの利用及び他の地域エネルギー供給者との熱の相互利用
を最大限に行い、エネルギーの有効利用を図るものとする。

(2)  保守管理及び設備更新等に係る措置
地域エネルギー供給事業者は、設備機器のエネルギー使用状況・効率を把握し、設備機器の適切な保守管
理を行うとともに、改修及び設備更新を計画的に実施し、常にエネルギー効率の向上を図るものとする。

(3)  熱電併給設備に係る措置
地域エネルギー供給事業者は、熱電併給設備により熱と併せて電気を発生させ、当該熱電併給設備が設置
されている建築物内の熱及び電力需要を賄うとともに、他人への熱及び電気の供給を行う場合は、熱供給の対
象となる建築物の用途又は熱負荷特性に応じた熱電併給設備の設置、運転制御等を行い、エネルギーの使用
の合理化を図るものとする。

(4)  エネルギー供給受入者との連携
地域エネルギー供給事業者は、エネルギーの有効利用を図るために、エネルギー供給受入者と行う連携及
び協力の方法は、次のとおりとする。
ア 効率的な熱供給を図るよう、冷房のピーク負荷時期以外は、供給する冷水の送り温度を上げることを協議す
ること。
イ 効率的な熱供給を図るよう 熱媒体の供給圧力を下げることを協議すること

されている建築物内の熱及び電力需要を賄うとともに、他人への熱及び電気の供給を行う場合は、熱供給の対
象となる建築物の用途又は熱負荷特性に応じた熱電併給設備の設置、運転制御等を行い、エネルギーの使用
の合理化を図るものとする。

(4)  エネルギー供給受入者との連携
地域エネルギー供給事業者は、エネルギーの有効利用を図るために、エネルギー供給受入者と行う連携及
び協力の方法は、次のとおりとする。
ア 効率的な熱供給を図るよう、冷房のピーク負荷時期以外は、供給する冷水の送り温度を上げることを協議す
ること。
イ 効率的な熱供給を図るよう 熱媒体の供給圧力を下げることを協議することイ 効率的な熱供給を図るよう、熱媒体の供給圧力を下げることを協議すること。

２ 地域エネルギー供給計画書の作成等
(1)  地域エネルギー供給計画書の作成
条例第17条の11第１項の規定による地域エネルギー供給計画書の作成方法は、次のとおりとする。
ア 地域エネルギー供給計画書の様式は、別記第２号様式のとおりとする。
イ 条例第17条の11第１項第５号の供給する熱のエネルギー効率の値については、規則別表第１の４１の項備
考に規定する方法により算定するものとする。
ウ 規則第８条の９第３項第２号の供給する熱のエネルギー効率の評価は、別表第５の左欄に掲げる供給する

ギ

イ 効率的な熱供給を図るよう、熱媒体の供給圧力を下げることを協議すること。

２ 地域エネルギー供給計画書の作成等
(1)  地域エネルギー供給計画書の作成
条例第17条の11第１項の規定による地域エネルギー供給計画書の作成方法は、次のとおりとする。
ア 地域エネルギー供給計画書の様式は、別記第２号様式のとおりとする。
イ 条例第17条の11第１項第５号の供給する熱のエネルギー効率の値については、規則別表第１の４１の項備
考に規定する方法により算定するものとする。
ウ 規則第８条の９第３項第２号の供給する熱のエネルギー効率の評価は、別表第５の左欄に掲げる供給する

ギ熱のエネルギー効率の値の区分に応じ、当該右欄に定める評価を行うものとする。
エ 規則第８条の９第３項第５号の他の地域エネルギー供給事業者との供給する熱の相互利用の検討内容は、
第３ ３(2)による検討の内容を反映させるものとする。
オ 地域エネルギー供給計画書を知事に提出するときは、別表第４２の項の添付書類の欄に掲げる書類を添
付するものとする。

(2)  エネルギーの有効利用に係る措置の検討
(1)による地域エネルギー供給計画書の作成に当たっては、１によるエネルギーの有効利用に係る措置を計画
に反映させるものとする。

熱のエネルギー効率の値の区分に応じ、当該右欄に定める評価を行うものとする。
エ 規則第８条の９第３項第５号の他の地域エネルギー供給事業者との供給する熱の相互利用の検討内容は、
第３ ３(2)による検討の内容を反映させるものとする。
オ 地域エネルギー供給計画書を知事に提出するときは、別表第４２の項の添付書類の欄に掲げる書類を添
付するものとする。

(2)  エネルギーの有効利用に係る措置の検討
(1)による地域エネルギー供給計画書の作成に当たっては、１によるエネルギーの有効利用に係る措置を計画
に反映させるものとする。

３ 地域エネルギー供給実績報告書の作成
条例第17条の15の規定による地域エネルギー供給実績報告書の作成方法は、次のとおりとする。

(1) 地域エネルギー供給実績報告書の様式は、別記第３号様式のとおりとする。
(2) ２(1)イ及びウの規定は、地域エネルギー供給実績報告書の作成について準用する。
(3) 地域エネルギー供給実績報告書を知事に提出するときは、別表第４３の項の添付書類の欄に掲げる書類を
添付するものとする。

(4) 前年度のエネルギー供給の実績において、条例第17条の20第１項第１号に規定する規則で定める基準を下
回ったとき、同項第２号に規定する条例第17条の18第１項の規則で定める熱の量を下回ったとき、及び同項第
５号に規定する条例第 条の 第１項の規則で定める基準を満たさなか たときは 熱供給施設（熱供給プラ

３ 地域エネルギー供給実績報告書の作成
条例第17条の15の規定による地域エネルギー供給実績報告書の作成方法は、次のとおりとする。

(1) 地域エネルギー供給実績報告書の様式は、別記第３号様式のとおりとする。
(2) ２(1)イ及びウの規定は、地域エネルギー供給実績報告書の作成について準用する。
(3) 地域エネルギー供給実績報告書を知事に提出するときは、別表第４３の項の添付書類の欄に掲げる書類を
添付するものとする。

(4) 前年度のエネルギー供給の実績において、条例第17条の20第１項第１号に規定する規則で定める基準を下
回ったとき、同項第２号に規定する条例第17条の18第１項の規則で定める熱の量を下回ったとき、及び同項第
５号に規定する条例第 条の 第１項の規則で定める基準を満たさなか たときは 熱供給施設（熱供給プラ５号に規定する条例第17条の18第１項の規則で定める基準を満たさなかったときは、熱供給施設（熱供給プラ
ント及び導管をいう。以下同じ。）の改善について、別記第４号様式による改善計画書を添付するものとする。こ
の場合においては、当該改善計画書を提出した日の属する年度の翌年度から熱供給施設の改善が終了する
日の属する年度の翌年度までの間、当該改善の実績について、別記第５号様式による改善報告書を添付する
ものとする。

５号に規定する条例第17条の18第１項の規則で定める基準を満たさなかったときは、熱供給施設（熱供給プラ
ント及び導管をいう。以下同じ。）の改善について、別記第４号様式による改善計画書を添付するものとする。こ
の場合においては、当該改善計画書を提出した日の属する年度の翌年度から熱供給施設の改善が終了する
日の属する年度の翌年度までの間、当該改善の実績について、別記第５号様式による改善報告書を添付する
ものとする。
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第５ エネルギーの有効利用にかかわるその他事業者の協力等
１ 利用可能エネルギーに係る事業者
(1) 条例第17条の17第１項の規定による特定開発事業者が行う利用可能エネルギーを利用するための設備の
導入についての検討への協力の方法は、特定開発事業者が第３２の規定により行う検討に必要な情報を提供
することとする。

(2) 条例第17条の17第１項の規定による地域エネルギ 供給事業者が行う利用可能エネルギ の利用への協

第５ エネルギーの有効利用にかかわるその他事業者の協力等
１ 利用可能エネルギーに係る事業者
(1) 条例第17条の17第１項の規定による特定開発事業者が行う利用可能エネルギーを利用するための設備の
導入についての検討への協力の方法は、特定開発事業者が第３２の規定により行う検討に必要な情報を提供
することとする。

(2) 条例第17条の17第１項の規定による地域エネルギ 供給事業者が行う利用可能エネルギ の利用への協(2) 条例第17条の17第１項の規定による地域エネルギー供給事業者が行う利用可能エネルギーの利用への協
力の方法は、地域エネルギー供給事業者からの当該利用に当たっての協議に対し、可能な限り当該協議に応
じることとする。

２ 他の地域エネルギー供給事業者
(1)  条例第17条の17第２項の規定による特定開発事業者が行う供給する熱の相互利用についての検討への協
力の方法は、当該特定開発事業者が第３３(2)の規定により行う検討に必要な情報を提供することとする。

(2)  条例第17条の17第２項の規定による地域エネルギー供給事業者が行う供給する熱の相互利用についての
協力は、当該地域エネルギー供給事業者との間で熱供給設備の運転方法の調整を行うこととする。

(2) 条例第17条の17第１項の規定による地域エネルギー供給事業者が行う利用可能エネルギーの利用への協
力の方法は、地域エネルギー供給事業者からの当該利用に当たっての協議に対し、可能な限り当該協議に応
じることとする。

２ 他の地域エネルギー供給事業者
(1)  条例第17条の17第２項の規定による特定開発事業者が行う供給する熱の相互利用についての検討への協
力の方法は、当該特定開発事業者が第３３(2)の規定により行う検討に必要な情報を提供することとする。

(2)  条例第17条の17第２項の規定による地域エネルギー供給事業者が行う供給する熱の相互利用についての
協力は、当該地域エネルギー供給事業者との間で熱供給設備の運転方法の調整を行うこととする。

３ 熱電併給設備の設置者及び所有者又は管理者
(1)  熱電併給設備の設置者
条例第17条の17第３項の規定による、熱を提供しようとする地域エネルギー供給事業者の熱需要に応じた
の損失の少ない最適な規模の熱電併給設備を設置するための方法は、発電効率と排熱効率とを合わせた総
合効率の高い熱電併給設備を設置することとする。

(2)  熱電併給設備の所有者又は管理者
条例第17条の17第４項の規定による、地域エネルギー供給事業者に対する熱電併給設備による効率的な熱
の提供の方法は 次のとおりとする

３ 熱電併給設備の設置者及び所有者又は管理者
(1)  熱電併給設備の設置者
条例第17条の17第３項の規定による、熱を提供しようとする地域エネルギー供給事業者の熱需要に応じた
の損失の少ない最適な規模の熱電併給設備を設置するための方法は、発電効率と排熱効率とを合わせた総
合効率の高い熱電併給設備を設置することとする。

(2)  熱電併給設備の所有者又は管理者
条例第17条の17第４項の規定による、地域エネルギー供給事業者に対する熱電併給設備による効率的な熱
の提供の方法は 次のとおりとするの提供の方法は、次のとおりとする。
ア 地域エネルギー供給事業者と協議の上、熱需要及び電力需要の大きい時間帯を把握し、熱電併給設備全
体の総合効率が優れた運用を行うこと。
イ 熱電併給設備の運用方法についての情報提供を行うこと。

４ エネルギー供給受入者
条例第17条の17第５項の規定による、地域エネルギー供給事業者が行うエネルギーの有効利用に係る措置へ
の協力の方法は、次のとおりとする
(1)  冷房のピーク負荷時期以外は、季節変動及び建築物の使用状況から判断し、可能な限り、冷水温度の調整

の提供の方法は、次のとおりとする。
ア 地域エネルギー供給事業者と協議の上、熱需要及び電力需要の大きい時間帯を把握し、熱電併給設備全
体の総合効率が優れた運用を行うこと。
イ 熱電併給設備の運用方法についての情報提供を行うこと。

４ エネルギー供給受入者
条例第17条の17第５項の規定による、地域エネルギー供給事業者が行うエネルギーの有効利用に係る措置へ
の協力の方法は、次のとおりとする
(1)  冷房のピーク負荷時期以外は、季節変動及び建築物の使用状況から判断し、可能な限り、冷水温度の調整
を行うこと。

(2) 可能な限り、冷温水の圧力の調整を行うこと。

第６ 熱供給の受入れ
１ 熱供給の受入れの検討
条例第17条の21第１項の規定による熱供給の受入検討建築主等が行う供給する熱の受入れについての協議
及び検討の方法は、次の事項について協議し、検討することとする。
ア 熱を受け入れる側の建築物（以下「受入側建築物」という。）の冷房、暖房及び給湯の熱需要及び熱負荷特
性に応じた熱供給の可能性

を行うこと。
(2) 可能な限り、冷温水の圧力の調整を行うこと。

第６ 熱供給の受入れ
１ 熱供給の受入れの検討
条例第17条の21第１項の規定による熱供給の受入検討建築主等が行う供給する熱の受入れについての協議
及び検討の方法は、次の事項について協議し、検討することとする。
ア 熱を受け入れる側の建築物（以下「受入側建築物」という。）の冷房、暖房及び給湯の熱需要及び熱負荷特
性に応じた熱供給の可能性性に応じた熱供給の可能性
イ 受入側建築物への導管の接続の可能性
ウ 受入側建築物の工事工程に合わせた熱供給施設の工事工程の調整の可能性

２ 熱供給受入検討報告書の作成
(1) 規則第８条の22第４項の地域エネルギー供給事業者との協議内容及び供給する熱の受入に関する検討状
況を示す書類（以下「熱供給受入検討報告書」という。）は、別記第６号様式のとおりとする。

(2) 熱供給受入検討報告書を知事に提出するときは、別表第４、４の項の添付書類の欄に掲げる書類を添付す
るものとする。

性に応じた熱供給の可能性
イ 受入側建築物への導管の接続の可能性
ウ 受入側建築物の工事工程に合わせた熱供給施設の工事工程の調整の可能性

２ 熱供給受入検討報告書の作成
(1) 規則第８条の22第４項の地域エネルギー供給事業者との協議内容及び供給する熱の受入に関する検討状
況を示す書類（以下「熱供給受入検討報告書」という。）は、別記第６号様式のとおりとする。

(2) 熱供給受入検討報告書を知事に提出するときは、別表第４、４の項の添付書類の欄に掲げる書類を添付す
るものとする。
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★ 連絡先 ★

〒163‐8001 東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 都庁第二本庁舎8階
東京都環境局都市地球環境部環境都市づくり課 建築物係
TEL. 03‐5321‐1111（内）42‐751, 752／03‐5388‐3536（直） FAX. 03‐5388‐1380
E‐mail. building@kankyo.metro.tokyo.jp
Http://www7.kankyo.metro.tokyo.jp/yukoriyou/index.html

地域におけるエネルギーの有効利用に関する計画制度ガイドライン
登録番号（２１） １３１

平成２２年３月発行


